
Library　and　Information　Science　No．46　2001

公共図書館の最適規模に関する実証的研究

Empirical　Study　for　Optimal　Size　of　Public　Libraries

池　　内　　　　　淳

　　A　tsushi　Zkeuchi

Re－sume一

　　　Although　the　problem　of　library　size　is　one　of　the　classical　issues　in　the　field　of　library

science，　there　has　been　very　little　direct　discussion　on　it．　Then，　the　purposes　of　this　paper　are

to　suggest　methodologies　for　defining　optimal　library　size　in　the　viewpoint　of　efficiency，　and　to

verify　the　applicability　of　those．

　　　In　this　study，　two　different　methodologies　were　conducted　using　the　statistical　data　of

Japanese　public　libraries　past　four　years　（1997－2000）．　Actual　analysis　was　performed　in　two

levels，　which　is　municipal－level　and　service　point－level．　lt　was　found　that　the　concept　of

library’s　efiiciency　isn’t　consistent　one．　Because　optimal　library　size　also　differ，　when　the

combination　of　variables　are　differed，　even　if　it　used　the　same　methodology．

　Lはじめに
II．既往研究

III．方法論
　　A．基本的アプローチ

　　B．データ収集

　　C．方法論1：平均関数の推定

　　D．方法論II：規模段階別の効率性指標の平均値

IV．平均関数の推定

　　A．単館レベルの分析

　　B．自治体レベルの分析

　　C．まとめ

V．規模段階別の効率性指標の平均値

　　A．単館レベルの分析

池内　淳：大東文化大学文学部，東京都板橋区高島平1－9－1

Atsushi　lkeuchi：　Faculty　of　Literature，　Daito　Bunka　University，　1－9－1，　Takashimadaira，　ltabashi－ku，

Tokyo．

受付日：2003年2月26日　改訂稿受付日：2003年5月20日　受理日：2003年6月18日

1



公共図書館の最適規模に関する実証的研究

　B．自治体レベルの分析

　C．まとあ

VI．考　　　察

1．はじめに

　自治体が新規に公共図書館を設置・運営する際

に直面する基本的な課題の一つは，その図書館の

規模をどの程度にすべきかという問題であろう。

ここでいう規模とは，単に，図書館建築の大きさ

のみを指すものではない。「どのくらい大きさの

建物とすべきか？」，「蔵書規模はどの程度が適切

であるか？」，「開架冊数は？」，「それらを運営し

ていくたあに必要な職員組織は？」，「何人くらい

の利用者が訪れることを想定しているのか？」そ

れらは全て規模に関わる論点であり，密接に関連

し合っている。

　「図書館の規模」といったとき，多くの場合，単

一の建築物が想定されることだろうが，自治体内

に複数の図書館を設置している場合，函館レベル

の視点だけではなく，自治体全体の図書館サービ

ス網の規模について考察しなければならない。単

館レベルの規模と自治体レベルの規模，両者は一・

貫したパースペクティブから捉えられる問題であ

るものの，それぞれ，問題の本質は幾分異なって

いる。

　三種に依らず，直面レベルの規模について考察

するとき，真っ先に念頭に浮かぶのは，図書館の

世界には，「大きい図書館は良い図書館である」と

いう信念が連綿と息づいているという事実であ

る。例えば，Mary　Jo　Detwilerは“一般に，小さ

い図書館よりも大きな図書館の方がより良いとい

う仮定が図書館界には存在してきた”1）と述べて

いるし，Michael　Keeble　Bucklandは“異議のな

い訳ではないが，広く知られたものとして‘大き

ければ大きいほど良い’というコンセンサスが存

在する”2）［P・　11］ことを指摘している。

　ここで仮に，「大きければ大きいほど良い図書

館である」ということを前提とするならば，図書

館の規模の問題は，純粋に，財政上の問題に過ぎ

ないということが出来るかも知れない。その場

合，「図書館の良さ」は設置母体の予算制約によっ

て規定されるということになる。もちろん，最大

の図書館が最良の図書館であるとか，良い図書館

はその大きさによって序列化されるという訳では

ないし，大きければそれだけでいいという訳でも

ないのだが，結果として，頻繁に言及される図書

館の多くが，数：多ある図書館の中でも比較的大規

模な部類に属するものであることは事実であると

言えるかも知れない。

　これに対して，F．　Wilfrid　Lancasterは，“公共

図書館では，低俗で安価な図書を大量に購入した

り，寄贈図書を選別せずに受け入れたり，古くて

利用されなくなった図書を廃棄処分せずに保管し

ておくといった方法で，‘利用者1人あたりの図

書数　を増やすこともできる”3）と述べ，必ずし

も量が質を伴わないことを指摘している。また，

Richard　M　Dougherty4）・5）は，とくに学術研究図

書館について，“「大きければ大きいほど良い」と

いう神話を放棄しなければならない”と主張して

いる。

　一歩進んで，図書館には適正な規模が存在する

という意見も多い。例えば，植松は“「適正」な規

模とは，その図書館全体が予想される需要を，十

分に，無駄なく，かっ効率的にまかなえる規模で

あり，施設内部のいろいろな施設や設備の規模が

その施設全体の規模に見合うものである”6）［P・　29］

と述べており，さらに，“（我が国の）図書館界で

は長い間，開架書架群での配架の乱れを最小限に

保ったあには，十万冊の開架が限界であるといわ

れてきた”6）［P・　33］ことを指摘している。

　そもそも，図書館において，適正な規模という

ものが存在するのか，また，仮に存在するのだと

して，それはどのようなアプローチによって導き

出されるものであろうか。この点に関連して，

Bucklandは「図書館の規模はどのくらいがよい

か（How　big　should　a　library　be？）」という論点

を図書館サービスの基本的諸問題の一つとして
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扱っている。彼によれば，それらの諸問題を採り

上げるのは，それが重要であると考えられるから

であり，かっまた，その問題の性質が充分に理解

されていないという疑いを持っているからである

という。この中で，図書館の最適規模の問題につ

いては，具体的に，以下のように述べられてい
る2）［P・ll］

　図書館の最適規模の問題は図書館学のいろい

ろな文献の中で中心的な問題になっているとか

なりの人々が考えているようだが，実はそうで

はない。事実は全く逆である。……（中略）……

図書館の最適規模についての直接的な議論はほ

とんどない。

　この問題に対するBucklandの見解は，実に

1973年以来のものであるが7），以上の言説は，基

本的には，現在においても通用すると言えるだろ

う。もちろん，次章において概観するように，こ

れまで，図書館の規模の問題を扱った文献はいく

つも公表されてきた。しかしながら，それらは散

発的であり，相互に言及されることも稀である。

この点についてもまた，Bucklandは“図書館学

の文献はこの問題をほとんど扱っていない。この

問題を扱う文献がないというより，ほとんど読ま

れていないのである”2）［P・　240］と述べており，この

問題意識に充分な注意が払われていないことを指

摘している。

　一方，自治体レベルの図書館の規模について

は，例えば，IFLAやALAによる公共図書館基

準，国内では「最低基準」や「望ましい基準」な

ど，奉仕対象人口に応じた数量的基準が存在する

（あるいは，存在した）というだけで，その最適規

模に関する理論的・実証的研究はほとんど行われ

ていない。しかしながら，こういつた研究は，と

くに我が国において，今日，その必要性を増して

いると言える。

　周知の通り，1999年7月の「地方分権一括法」

の可決に伴う「図書館法」の改正によって，「国庫

補助を受けるための公共図書館の基準」（いわゆ

る「最低基準」）が撤廃されたこと，また，「公立

図書館の設置及び運営上の望ましい基準」に関し

て，2000年12月時点の図書館専門委員会報告8）

の段階では，僅かに付録として掲載されていた

「「数値目標」の例」が，翌年7月の文部科学大臣

告示9）では割愛されていたことなどから，我が国

における公立図書館のための公式の数量的基準は

存在しなくなったと考えられる。

　そもそも，人口段階ごとの全国一律の数値基準

が必要であるかどうかについては議論の余地があ

るしlo），こうした基準が我が国の図書館政策にお

いて，一定の役割を果たしてきたことに異論はな

いものの，それがどれだけ積極的な効果を及ぼし

たかどうかについては疑問の残るところでもあ

る。

　例えば，Lancasterは“残念なことに，この種

の量的基準や方程式は誤って解釈されるおそれが

ある。最低限の必要条件を既定することを目的に

したものであるにもかかわらず，資金源である図

書館の設置母体の側で，その図書館がすでに基準

を満たしているとの理由から，図書館に不利な形

で資金の削減が行われていることも知られてい

る”3）ことを指摘している。また，糸賀は，我が国

の最低基準について，“その水準が低すぎたたあ

に，かえって足を引っ張ってしまった事実もあ

る”11）［P・　5］と述べている。したがって，ここでの

問題は，そういった数量的基準を喪失した点にあ

るのではなく，むしろ，それに替るべき新たなア

プローチが未だ考案されていないという点にある

と言えるだろう。

　2001年12月の地方分権改革推進会議による

「中間論点整理」では，国として最低限保障すべき

生活水準（ナショナル・ミニマム）の捉え方に対

して，“国と地方の関係においては，国として維持

すべき水準を見直し，多くの部分を地域の自主

性・主体性に委ねることにより，受益と負担の関

係をより明確化しっっ地域の実情に即した望まし

い水準（ローカル・オプティマム）を各々が具体

化していくというアプローチが今後採られていく

べきものと考えられる”12）［P・　13］と述べられてお

り，今後，我が国においては，権力の脱中央化が

図られ，地方自治体の寄与すべき責任の領域が拡
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面することが示唆されている。

　にも拘わらず，現時点では，自治体ごとに図書

館サービスの地方最適値を導き出すたあの方法論

が確立されているとは言い難く，それに関連する

基礎研究もほとんど行われていない。そもそも，

既存の数量的基準においてさえ，幾つかの例外を

除いて，その数値の導出経緯が明確でないものが

多く，その妥当性を検証することが困難であった

と言える。

　そこで，本稿では，効率性という観点から，単

館レベル，及び，自治体レベルの双方において，

公共図書館の最適規模を規定するたあの実証的な

分析を行い，自治体の図書館政策における意志決

定に資するデータを提供することを目的とする。

II．既往研究

　図書館の大きさに関する考察は古典的な論点の

一一ﾂと言ってもよく，これまで，この問題を扱っ

た文献は少なからず存在するが13），その適正規模

を規定するための方法論の提案，あるいは，実際

に適正な規模を導き出すといった実証的分析は少

ない。

　図書館の大きさをどのくらいにするべきかにつ

いて検討するためには，言うまでもなく，どう

いつだ方法論を採用するかということが主要な論

点となるのであるが，それと同時に，図書館の規

模をどのような指標によって代表させるかという

ことも肝要である。

　図書館の規模を表す指標には，例えば，「予算」，

「蔵書」，「職員数」，「サービスの利用量」，「利用者

数」，「図書館建築の大きさ」等，様々なものが想

定されるが，おそらく，既往研究において最も頻

繁に用いられているのは「蔵書冊数」であろう。

件のLancaster3）も指摘しているように，「蔵書冊

数」は必ずしも「図書館の良さ」を測定するたあ

の普遍的な評価指標になるという訳ではなく，蔵

書に関しては，「受入冊数」や「増加冊数」，「開架

冊数」といった指標を用いた方が適切である場合

もあるものの，「蔵書冊数」は，依然として，図書

館の特徴を表現するたあの代表値として用いられ

ている。

　適切な図書館の規模を定義するたあには，どう

いつだ観点から適切であるのかについての条件を

設定する必要があるが，既往研究は大別して二つ

のアプローチに集約される。一つは規模と利用

（利用量，利用者数，あるいはその両者）との関係

に焦点を当てるもの，もう一つは，規模と効率性

との関係を捉えようとするものである。

　まず，前者については，潜在的な利用量や利用

者数を概算し，それを充足するか，あるいは，部

分的に賄えるような規模を導き出すといった手法

が一般的である。例えば，既存の公立図書館の数

量的基準は，（潜在的な）奉仕対象人口という単一・

の変数によって，図書館の規模が定義されるとい

う点で，この典型例であると言えるだろう。

　また，学術図書館を対象としたものではある

が，この範疇に容れられる先駆的事例として，い

わゆるClapP－Jordan式14）が挙げられよう。これ

は特定の大学における「教員数」や「学生数」，「学

部数」といった変数から，当該大学において最低

限必要とされる蔵書冊数を規定するものであり，

後に，R．　Marvin　McInnisによって以下のように

定式化されている15）［P・　191］。

V　＝　50，750　十　100F　十　12E　十　12H　十　335U

　　十　3，050M　十　24，500D

ここで，V＝蔵書冊数F＝教員数：，　E＝学部学

生数，H＝優等学位を持つ学部学生数，　U＝学

部の専攻数，M＝修士課程設置数，　D＝博士課

程設置数

ClapP－Jordan式の妥当性と適用可能性について

は，幾つかの文献において検証されている
し15）・16），これ以降，i類似の方法論を用いた数量的

基準も公表されている。

　同様に，公共図書館を対象としたものとして

は，Ju　N．　Stoljarov17）やA．　W．　McClellan18）らに

よって，利用者数や利用冊数，あるいは，利用者

一人当たりの利用量などの変数を用いて，要求さ

れる蔵書冊数を算定するたあの関数式が提案され

ている。

　また，我が国では，栗原19）による自治体におけ
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る公共図書館サービス網計画のための手続きがよ

く知られている。その基本的アイディア（の一部）

は，新設図書館の利用圏域内に居住する実質的利

用者数と，彼らの読書需要量に対する図書館受け

持ち分を設定し，それを賄えるだけの蔵書冊数を

算出するというものである。極めて実用的である

ものの，数値が必ずしも機械的に定義されるとい

う訳ではなく，手続きの過程で「図書館受け持ち

率」や「来館者密度比の保障水準」などを設定し

なければならないことから，ある種の恣意性を排

除することはできない点が指摘される。

　一方，後者のアプローチ，すなわち，効率性の

観点から図書館の規模について言及したものとし

ては，「規模の経済（economies　of　scale）」の検証

に関する事例が多い20）・　21）・　22）・23）・　24）・　25）・26）・　27）・　28）・　29）・

30）・31）・　32）・　33）。これは，図書館の投入量と産出量と

の関係を表す生産関数や費用関数を回帰推定する

ことによって，投入に対して産出が弾力的である

か，あるいは，非弾力的であるかを確認するもの

である。

　但し，これらの調査では，対象となる図書館や

仮定される関数モデル，使用する変数等によって

異なる結果がもたらされており，必ずしも一定で

はない。また，ここで明らかにされるのは，適正

な規模の数値そのものではなく，図書館が大きけ

れば大きいほど効率的な運営を行えるようになる

か，あるいは，その逆であるかといった一般的傾

向に過ぎない。

　これに対して，図書館が最も効率的になる規模

を実際に明らかにしょうとした試みも僅かではあ

るが存在する。Detweilerl）は，ワシントンD．C．

の101の公共図書館（分館）を対象として，個々

の図書館の貸出冊数と蔵書冊数との関係を二次元

平面上にプロットしている。その結果，5万冊か

ら10万冊までの区間では，：蔵書規模が大きくな

るにしたがって，貸出冊数は飛躍的に増加するも

のの，10万冊を超えると伸び悩み，15万冊以上

ではむしろ負の相関が見られることを明らかにし

ており，最適な蔵書規模は10万冊であると述べ

ている。

　同様に，Richard　J．　Naylor34）は，1985年の

ニューヨークの公共図書館を対象として，規模に

関する三つの変数（「予算」，「人口」，「蔵書」）と，

平均貸出冊数：との関係を描写することによって，

効率的な図書館の規模を明らかにしている。ま

ず，予算と予算1ドル当たりの平均貸出冊数につ

いては，4万ドルから5万ドルの区間で平均貸出

冊数が最も大きくなっており（4．5冊／＄），その

後，8万ドルから9万ドルの区間までは高い水準

を保っている。次に，蔵書と蔵書一冊当たりの平

均貸出冊数については，7万冊から8万冊の間で

最大値（2．86冊／冊）を取っており，Detweilerら

の調査に較べて，やや低い水準で最も効率的にな

るという結果が得られている。

　DerweilerとNaylorは，容易に入手できる統

計データを用いて図書館の適正規模を定義するた

δ6の方法論を提案するとともに，実際に，その値

を導き出しているという点で評価に値すると言え

るだろう。

　最後に，図書館を対象とした事例ではないが，

吉村35）による最適都市規模に関する一連の研究

が挙げられる。既に述べたように，我が国では，

地方分権推進のために，近年，頻繁に市町村合併

が行われるようになっており，自治体の規模をど

の程度にすることが適切であるのかといった問題

に対する関心は高い。そこで吉村は，市町村にお

ける自治体運営を最も効率的にする「人口規模」

や「予算規模」を明らかにしている。

　吉村の分析は多岐に亘っているが，一例を挙げ

れば，自治体の人口と人ロー人当たりの職員数と

の間に二次の関数モデルを仮定して回帰推定を行

い，市部では，人ロー人当たりの職員数を最小化

するのが32万～33万人の人口規模であること

などを明らかにしている。

　この方法論を，本研究が扱う問題に応用するこ

とは容易である。例えば，蔵書一冊当たりの平均

貸出冊数，職員一人当たりの貸出冊数蔵書一冊

当たりの職員数といった変数を用いることによ

り，最も効率的な図書館の規模を定義することが

できるようになる。

5



公共図書館の最適規模に関する実証的研究

III．方　法　論

A．基本的アプローe一一チ

　ここでは，本研究における方法論について詳述

する。

　図書館に限らず，多くの組織体の活動には，「投

入（input）」，「資本（capital）」，「産出（output）」と

いった三つの局面が存在しており，それぞれ，い

くつかの変数によって測定することが出来る。組

織体の活動は投入要素を産出に変換する過程であ

り，そこでは，その活動によって蓄積された資本

が大きな役割を果たすこととなる。

　本研究における基本的アプローチとは，この組

織体の枠組みにしたがって，「（1）資本一単位当り

の投入の平均値を最小化する資本」，「（2）資本一’

単位当りの産出の平均値を最大化する資本」，あ

るいは，「（3）投入一単位当りの産出の平均値を最

大化する投入量」が存在するか否かを検証し，も

し存在するならば，それがどのような値をとるの

かを確認することによって，図書館の最適規模を

定義することである。

　さて，ここで採り挙げた「投入」や「産出」と

いった概念については比較的明確であるが，「資

本」の概念は曖昧であり，異なる文脈において多

義的に用いられることが多い。例えば，『岩波　経

済学小辞典　第3版」では，“資本をどのように

把握するかは経済学の根本問題であり，かっまた

経済学の性格を規定する”36）［P・　141”142］と述べられ

ている。また，『新経済学用語辞典」37）［P・　127］では，

資本について，

（1）生産プロセスにおける資源（機械や設備）

　の投入要素

（2）企業の純価値あるいは株主の持ち分（総資

　産額一己負債額）

（3）人的資本

（4）貨幣あるいは株式

のように，複数の定義が列挙されている。

　本稿では，年々の「投入」や「産出」と対比し

て，生産者としての図書館が固有に持つ資産（例

えば，図書館施設や設備），あるいは，生産活動に

よって蓄積された資産（例えば，蔵書）などを資

本として定義する。また，職員については資本の

一部と捉えられる場合もあるが，ここでは，人件

費の代替変数とみなし，投入要素の一つと解釈す

るものとする。

　さて，以上のようなアプローチに適うように，

規模に関する五つの変数を選択した。まず，資本

としては「延床面積」と「蔵書冊数」，次に，投入

要素として「職員数」と「図書館費」，最後に，産

出を代表する変数として「貸出冊数」を採り上げ

た。もちろん，この他にも規模に関する変数は数

多く存在する。例えば，「建設費」，「人件費」，「来

館者数」等は有効な変数であると考えられるが，

利用できる統計データが存在しなかった。

　また，投入の変数として「年間増加冊数」や「資

料費」を用いることも考えられるだろう。しかし

ながら，上述のアプローチに照らしてみると，例

えば，「蔵書一冊当りの年間増加冊数を最小化す

る蔵書規模」や「延床面積1m2当りの資料費を

最小化する延床面積」といった指標は，それらに

よって導かれる結果の解釈が困難である等，図書

館評価において，充分に意味のある指標とはなり

得ていない。加えて，「資料費」については「図書

館費」の中に完全に包含されており，かっまた，

両者の相関係数が極あて高いことから予め除外し

ている。

　一方で，選択した五つの変数を同様に当てはあ

てみると，以下の八つの効率性に関する指標が演

繹されることとなるが，いずれも，結果から導か

れる優劣の判断に疑問はなく，効率的な規模を規

定するための有効な評価指標であると言えるだろ

う。

・面積1m2当りの貸出冊数を最大化する延床面

積

・蔵書一冊当りの貸出冊数を最大化する蔵書冊数

・職員一人当りの貸出冊数を最大化する職員数：

・図書館費千円当たりの貸出冊数を最大化する図

書館費

・面積1m2当りの職員数を最小化する延床面積
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・蔵書一冊当りの職員数を最小化する蔵書冊数

・面積1m2当りの図書館費を最小化する延床面

積

・蔵書一冊当りの図書館費を最小化する蔵書冊数

元来，これらの指標は，単館レベルの分析，すな

わち，一つの施設としての図書館が最も効率化さ

れるような規模を求めるということを想定したも

のであるが，自治体レベルにおいても適用可能で

ある。

　まず，単信レベルの分析では，我が国における

図書館という施設が，様々な規模の変数に関し

て，どの程度の大きさであるときに，最も効率的

な組織体運営をすることができるのかを，マクロ

な観点から定義することができる。これはとく

に，複数の図書館群を設置するような自治体にお

ける図書館サービス網計画を立案する際に，有効

なデータとなるであろう。

　すなわち，仮に，何らかの方法論によって自治

体単位の図書館資源の最適供給量が定義されたと

しても，それらを地域内にどのように配分してい

くべきであるかという問題が遺される。その際，

一つには，「人口密度」，「自治体の面積」，「人口分

布」「住民の動線」といった地勢的要因を勘案する

ことができるであろうし，さらに，適切なサービ

ス・ポイントの規模を決定するたδ6には，どのく

らいの規模において図書館運営が最も効率的とな

るかを考慮することも重要であろう。

　一方，単館レベルと同様の方法論を用いたとし

ても，自治体レベルの分析では，その意味すると

ころは異なってくる。多くの場合，自治体レベル

では，既存の公立図書館基準に代表されるよう

に，人口に応じて，その需要を充足するたあに必

要な供給量を定義するというアプローチが一般的

であると言える。それに対して，ここで用いてい

る方法論では，人口等の要素を勘案することな

く，図書館内部の変数のみによって，その最適規

模が一意に定義される。

　冒頭で述べたように，地方分権を推進するたあ

には，権限と財源の受け皿となることのできる自

治体の存在が必須であり，政府によって，市町村

合併が促進されていることは周知の事実である。

加えて，件の吉村35）が行ったような最適な自治体

規模に関する調査研究も行われている。ここで導

かれる自治体レベルの最適規模は，以上のような

文脈から，少なくとも，それだけの図書館（群）

を支えることができるような自治体の規模，すな

わち，図書館運営という観点からみた適切な自治

体規模を示唆するものとして解釈することも可能

である。

B．データ収集

　さて，データ収集に際しては，『日本の図書館：

統計と名簿　FD版』38）の1998年版から2001

年版（すなわち，1997年～2000年までの四年間

の実測値）を用いた。各変数についての具体的な

データ内容は以下の通りである（右辺は対応する

『日本の図書館」の項目名，丸括弧内は筆者注）。

・延床面積（m2）：「延床面積」

・蔵書冊数（冊）：「蔵書冊数」

・職員数（人）：＝「専任職員数＿計」＋「兼任職員

数＿計」×0．5＋「臨時職員数＿計」＋「非常勤職

員数＿計」

・図書館費（千円）：「図書館費＿前年度決算」（自

治体レベルのみ）39）

・貸出冊数（冊）：＝「貸出資料数」＋「相互貸借＿

貸出冊数」＋「団体貸出＿貸出冊数」（貸出数は

視聴覚資料を含む）

　本研究では，基本的に，私立図書館ではない全

ての公立図書館（都道府県，特別行政区，政令指

定都市，市，広域町村圏，町村）を対象としてお

り，単館レベルと自治体レベルのそれぞれについ

て，四年間のパネル・データを用いて分析を行っ

た（但し，自治体レベルでは，都道府県と広域町

村圏を除外している）。

　一般に，設置母体の別によって図書館の性質は

異なっていると考えられており，とくに，都道府

県立図書館とその他の図書館，あるいは，中央館

と分館とでは期待される役割に違いがある。ここ

では，基本的に，以上のような機能的相違を超え
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第1表　年度別，館種別，設置母体別図書館数

1997年度 1998年度 1999年度 2000年度 合　計

2，404
2　4．5　9060

2，426

24．79

2，474
2　5．2　9060

2，508

25．6　％o

9，812

100　906

都道府県 特別行政区　　政令指定都市 市 広域町村圏 町　村 合　計

240
2．49

807
8．2　9060

590
6．0　％

4，5　1　1

46．0　906

　9
0．1　go60

3，655

37．3　％

9，8　1　2

100　906

中央館 分　館 合　計

6，444
6　5．7　9060

3，368

34．3　％

9，8　1　2

1009060

第2表　年度別，設置母体別，設置別自治体数

1997年度 1998年度 1999年度 2000年度 合　計

1，511

2　4．4　9060

1，5　2　4

24．6　％o

1，575

25．4　％

1，5　9　5

25．7　％

6，205

100　906

特別行政区 政令指定都市 市 町　村 合　計

86
1．4　SO）60

48
0．8　％o

2，5　0　1

40．3　％

3，570

57．5％o

6，205

100％

単数館設置 複数館設置 合　計

5，286

8　5．2　906

919
1　4．8　906

6，2　0　5

100　906

て，全ての図書館を一括して扱っているが，併せ

て，「年度別」，「設置母体別」，「中央館／分館の館

種別（以下，館種別：単館レベルのみ）」，あるい

は，「単数館設置／複数館設置の別（以下，設置別：

自治体レベルのみ）」での分析も行い，比較・検討

を行っている。

　また，データに関しては，全ての変数について

欠損値の存在しなかったもののみを対象としてい

る。その結果，四年間を通じて，単語レベルでは

計9，812館，自治体レベルでは計6，205自治体と

なった。

　第1表は，年度別，設置母体別，館種別図書館

数とその比率を示したものである。年度ごとの図

書館数は2，400～2，500館程度であり，中央館あ

るいは単独館が全体の三分の二を占あていること

が分かる。設置母体別では，政令指定都市を含む

市立図書館だけで半数を超えており，次いで，町

村立図書館が四割弱となっている。

　同様に，第2表は，年度別，設置母体別，設置

別自治体数とその比率を示したものである。年度

ごとの自治体数は約1，500であり，その85．2％

が自治体内に図書館を一つしか設置しておらず，

複数の図書館を設置しているものは全体の15％

に満たない。また，図書館数では町村立図書館よ

りも市立図書館の方が多かったが，自治体数では

町村が57．5％と最も多く，市（政令指定都市を含

む）の41．1％を大きく上回っている。

　第3表では，単館レベルにおける規模の変数の

基本統計量を（1）全体，（2）館種別，（3）設置母体

別に集計している。全体の平均値を見ると，貸出

冊数は約20万冊，延床面積は1，410m2，蔵書冊

数は約10万冊，職員数はほぼ10人であった。ま

た，中央館と分館との平均値の比較では，延床面

積，蔵書冊数，職員数の三つの変数については，

いずれも中央館の方が大きく上回っているのに対

して，貸出冊数は分館の方が1万6千冊程度多い

ことが分かる。これは，郷土資料等の資料保存機

能や調査研究機能等を担う中央館と，地域住民へ
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第4表　自治体レベルにおける規模の変数の基本統計量（設置別，設置母体別を含む）

全　　　体

貸出冊数 延床面積 蔵書冊数 職員数 図書館費

平均値
W準偏差

ﾅ大値
?央値
ﾅ小値

　312，232

@728，086
P1，073，560

@94，438
@　　10

1，944

R，278

T5，516

P，074

@　2

154，591

Q53，203

S，222，469

@73，693

@1，000

14．2

Q7．7

R69．2

@6@0．5

　59，015

P24，256

Q，489，676

@24，191

@　100
設置別：複数館設置 設置別：単数館設置

貸出冊数 延床面積 蔵書冊数 職員数 図書館費 貸出冊数 延床面積 蔵書冊数 職員数 図書館費

平均値
W準偏差

ﾅ大値
?央値
ﾅ小値

1，287，997

P，492，671

P1，073，560

@830，474

@8，268

6，226

U，619

T5，516

S，251

@268

539，550

S65，773

S，222，469

S01，390

@32，712

54．6

T5．1

R69．2

@35
@3．0

218，108

Q55，318

Q，489，676

P38，245

@5，314

142，590

Q01，499

R，021，237

@76，229

@　10

1，199

P，119

P2，567

@893
@　2

　87，664

@85，425
P，016，035

@62，452

@1，000

7．2

U．4

V5
U1

31，356

S0，315

V79，481

Q0，106

@100
設置母体別：特別行政区 設置母体別：政令指定都市

貸出冊数 延床面積 蔵書冊数 職員数 図書館費 貸出冊数 延床面積 蔵書冊数 職員数 図書館費

平均値
W準偏差

ﾅ大値
?央値
ﾅ小値

2，422，440

P，327，901

T，979，322

Q，372，899

P76，605

12，408

S，933

Q1，657

P1，946

R，199

951，704

R98，087

P，955，601

W85，637

P41，867

146．0

U4．5

Q88．7

P41．5

Q5．8

418，550

P96，192

W86，097

R89，987

P01，786

5，461，842

Q，793，991

P1，073，560

S，508，393

Q，221，199

24，550

P4，022

T5，516

P7，879

P0，281

1，824，942

U99，932

S，222，469

P，511，518

P，129，025

178．5

@67．0
R69．2

P45．25

@113

888，353

T61，552

Q，489，676

U72，637

R60，972

設置母体別：．市 設置母体別：町村

貸出冊数 延床面積 蔵書冊数 職員数 図書館費 貸出冊数 延床面積 蔵書冊数 職員数 図書館費

平均値
W準偏差

ﾅ大値
?央値
ﾅ小値

470，834

T72，011

S，182，435

Q73，034

@4，600

2，706

Q，344

P6，309

Q，021

@68

237，616

Q13，899

P，412，083

P61，094

@20，744

19．7

P9．9

P60．9

@12
@1

85，236

X7，790

X98，752

T4，133

@1，826

81，050

X9，163

W41，616

S9，165

@　10

854
U99
T，076

U71

@2

54，767

R6，896

R67，856

S7，385

@1，000

5．0

R．1

R5．2

S．5

O．5

20，835

Q5，842

W91，689

P4，887

@100
※貸出冊数は冊，延床面積はm2，蔵書冊数は冊，職員数は人，図書館費は千円．

の資料提供サービスに主眼を置く分館との役割の

相違によるものと考えられる。設置母体別では，

職員数を除いて，政令指定都市が最も高い値を示

している。

　同じく，表4では，自治体レベルにおける規模

の変数の基本統計量を（1）全体，（2）設置別，（3）

設置母体別に集計している。ここで，全体集計の

平均値を単館レベルの場合と比較すると，延床面

積を除いて，およそ1．5倍に増えているという程

度であるが，これは既に見たように，自治体の

85％以上が単一の図書館しか持たないためであ

る。ちなみに，自治体当りの平均図書館数は，全

体では1．56館であり，複数館設置している自治

体では4．8館であった（最大は24館）。一方，設

置別の平均値によれば，複数館設置と単数館設置

との間には，貸出冊数は9倍，延床面積は5．2倍，

蔵書冊数は6．2倍，職員数は7．6倍，図書館費は

7倍の差が見られた。

C．方法論1：平均関数の推定

　本研究では，A節で述べた基本的アプローチを

実現するたあに，二つの方法論を採用した。

　はじあに，第一の方法論では，第二章で述べた

吉村35）による最適都市規模を導出するための方
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二y

限界関数

平均関数

第1図　三次関数とその限界関数と平均関数

法論を参考にして，投入と産出，あるいは，ス

トックとフローといった変数間の関係を定義する

ような関数モデルを回帰推定し，その平均関数が

最も効率的となる点によって，図書館の最適な規

模を定義することを試みる。その際，どのような

モデルを採用するかによって導き出される解釈は

異なってくるが，ここでは，三次関数を採用した。

以下に，二変数の場合の三次関数の形式を示す。

y＝ax3＋bx2＋cx＋d （3－1）

ここで，α，b，　c，　dはそれぞれ偏回帰係数を表して

いる。

　また，第1図は，三次関数，及び，その平均関

数と限界関数40）を二次元平面上にプロットした

ものである（a＞0の場合）。

　三次関数は，しばしば，費用関数のモデルとし

て用いられるが，これは，ある一定の点までは，

規模の経済が働いて効率性が増すが，その点を超

えると，規模の不経済が働くようになり，次第に

非効率になっていくという現象が，実際の企業の

費用構造に適合する場合が多いからであると考え

られる。また，完全競争市場では，企業は価格＝

限界費用とすることによって利潤を最大化する

が，言うまでもなく，限界費用が平均費用を上

回っていなければ利潤は生まれない。三次関数で

は，通常，限界関数は平均費用の極値で平均関数

と交差するが，この交点が損益分岐点となる。し

たがって，第1図の例では，限界関数が平均関数

を上回る部分が企業にとっての供給関数（supply

function）となる。

　三次関数：の平均関数と限界関数は二次関数とな

り必ず極値を持つ。図に示したように，α＜0なら

ば上に凸となって極大値が存在し，α＞0ならば

下に凸となり極小値が存在する。すなわち，図書

館の規模の変数間に三次の関係式が成立するなら

ば，その平均効率を最大化あるいは最小化するよ

うな規模が容易に定義され得る。例えば，従属変

tw　yとして貸出冊数独立変数xとして蔵書冊数

を採用した場合，これによって，蔵書一冊当たり

の平均貸出冊数を最大化（あるいは最小化）する

ような蔵書規模が導かれることとなる。

　但し，限界関数の場合は極大値＝最大値，ある

いは，極小値＝最小値となるが，平均関数につい

ては，切片d≠0であり，かっまた，aとdの正負

の符号が一致しないときy→±・・となり，定義域

によって規定される範囲において，極値が最大値

や最小値とはならないことがある。

D．方法論II：規模段階別の効率性指標の平均値

　次に，第二の方法論では，第II章で触れた

Detweiler1）やNaylor34）らと同様のアプローチ

を採用し，規模段階別の効率性指標の平均値の推

移を確認した。具体的には，規模の変数について，

いくつかのデータ区間を設定しておき，各々の区
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間内において，「蔵書一冊当りの貸出冊数」や「延

床面積1m2当りの職員数」といった効率性指標

の平均値を算出した。それによって，いずれの

データ区間において効率性が最適化されるのか，

あるいは，そういった区間が実際に存在するのか

否かを明らかにした。

　また，ここでは，上述の八つの効率性指標（丁

丁レベルでは五つ）だけではなく，フロンティア

生産関数分析を行うことによって，各図書館（及

び，各自治体）の「技術的効率性」を測定し，規

模の変数が増加するにしたがって，技術的効率性

の平均値がどのように変化するのかも併せて確認

した。

　ここで，フロンティア生産関数分析によって導

かれる技術的効率性とは，完全効率企業の生産関

数（＝フロンティア生産関数）から推定される理

想的な生産水準に対して，実際にある個々の企業

群が，その何％を達成しているのかによって表さ

れるものである。ちなみに，筆者は1991年から

1993年までの我が国の公共図書館を対象とし

て，Cobb－Douglas型のフロンティア生産関数を

推定し，その技術的効率性を測定している33）。

　今回の分析においてもまた，Cobb－Douglasモ

デル（＝指数関数）を用いて，1997年から2000

年までの年度ごとの図書館と自治体の技術的効率

性を求めた41）。

　具体的な変数の選択については，第II章で触れ

た図書館の生産関数を推定した既往研究等におい

て頻繁に用いられている図書館の代表的な統計指

標であり，かっまた，独立変数については，変数

の二重勘定にならず，できるだけ網羅的な変数を

用いることとし，従属変数としては「貸出冊数」，

独立変数としては，白白レベルでは「蔵書冊数」

と「職員数」の二変数，自治体レベルでは，それ

に「図書館費」を加えた三変数を採用している。

　3－2式は，三変数の場合のCobb－Douglas型フ

ロンティア生産関数である。

P＝1zC毛乙ブB　ke（v－u） （3－2）

Pは貸出冊数，Cは蔵書冊数，　Lは職員数，　Bは図

書館費を表しており，h，　i，ブ，　kはそれぞれ推定さ

れる偏回帰係数である。また，eは自然対数の底

であり，vは回帰式の誤差項，　uは非効率性指標

を示している。

　仮に，ある企業がフロンティア生産関数によっ

て規定される理想的な生産水準にあるならば，非

効率性指標uの値は0回忌るが，実際には，そう

いった完全効率企業は存在せず，uが0となるこ

とはない。ここで，技術的効率性とは，所与の投

入量に対する最も効率的な企業の生産量に対し

て，現実の企業がどれだけの生産量を達成したの

かによって測定される。すなわち，

1zC乏乙ブB　keV－Zll／1z　C礼乙ブB　keV＝e－u　　　（3－3）

のように表される。但し，通常の最小二乗法に

よって導くことができるのは，e（V－U）の値だけで

あるから，ここでは，最尤法を用いてuの条件付

き確率を推定している42）。また，実際の分析には，

第5表　単館レベルにおけるフロンティア生産関数分析の結果

定数項

@ぬ

蔵書冊数

@∫

職員数

@ブ

決定係数

@戸
規模の経済

@∫＋ブ

効率性

ﾋ
1997年度

推定値

白l

11．04

V．31

0．71

Q0．52

0．59

P6．08
0．70 1．30 51．9％

1998年度
推定値

白l

23．35

X．92

0．64

P8．94

0．68

P9．09
0．71 1．32 52．5％

1999年度
推定値

白l

23．22

X．40

0．64

P8．03

0．69

P8．75
0．69 1．33 51．2％

2000年度
推定値

白l

32．09

P0．48

0．60

P7．19

0．72

P9．53
0．69 1．32 52．0％

一　12　一



Library　and　Information　Science　No．46　2001

第6表　自治体レベルにおけるフロンティア生産関数分析の結果

定数項 蔵書冊数 職員数 図書館費 決定係数 規模の経済 効率性
〃 i ブ 々 戸 ∫＋ブ＋々 戸

1997年度
推定値

白l

　0．28

|4．10

0．71

Q0．77

0．23

U．29

0．42

P8．63
0．89 1．36 63．1％

1998年度
推定値

白l

　0．30

|3．99

0．66

P9．90

0．22

U．05

0．47

Q0．95
0．89 1．35 63．3％

1999年度
推定値

白l

　0．42

|2．55

0．63

P6．64

0．26

U．26

0．47

P8．24
0．89 1．36 59．6％

2000年度
推定値

白l

　0．57

|1．73

0．61

P6．56

0．27

V．08

0．46

P9．28
0．87 1．34 61．3％

第7表　単館レベルにおけるデータ区間とサンプル数の分布

延床面積（百m2） 蔵書冊数（万冊） 職員数（人）

データ区間 サ ンプル数 データ区間 サ ンプル数 データ区間 サンプル数

0一 1 458 0一 1 228 0一 1 292
1一 2 693 1一 2 554 1一 2 650
2一 3 537 2一 3 814 2一 3 927
3一 4 621 3一 4 837 3一 4 1，062

4一 5 482 4一 5 886 4一 5 1，011

5一 6 612 5一 6 895 5一 6 820
6一 7 605 6一 7 759 6一 7 674
7一 8 494 7一 8 618 7一 8 577
8一 9 402 8一 9 570 8一 9 485
9一 10 398 9一 10 433 9一 10 392
10一 12 786 10一 12 743 10一 12 478
12一 14 606 12一 14 453 12一 14 474
14一 16 565 14一 16 327 14一 16 429
16一 18 360 16一 18 211 16一 18 291

18一 20 314 18一 20 181 18一 20 226
20一 25 546 20一 25 373 20一 25 297
25一 30 383 25一 30 268 25一 30 226
30一 40 360 30一 40 232 30一 40 263
40一 60 379 40一 60 286 40一 60 173

60一 80 70 60一 80 97 60一 80 34
80－100 72 80－100 29 80－100 17

100－350 69 100－140 18 100－140 14

Tim　CoeliによるFRONTIER　Ver．4．143）を用い

た。

　第5表は単館レベルの分析結果である。四年間

を通じて，モデルの適合度を示す決定係数（R2）は

0．7前後であり，比較的当てはまりが良いと考え

られる。また，偏回帰係数の和は，いずれの年度

においても1を上回っていることから，規模の経

済の働いていることが分かる。技術的効率性

（e・一u）の平均値は51～52％程度であり，先行研

究33）の結果と同様に，低い値を示している。さら

に，定数項hの値は，全ての投入要素を一単位だ

け追加したときの生産量である「全要素生産性

（Total　Factor　productivity：TFP）」を意味して

いるが，これは年を追うごとに高くなっている。

　次に，第6表は自治体レベルの分析結果であ

る。自由度調整済み決定係数（R2）は，単館レベル
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第8表自治体レベルにおけるデータ区間とサンプル数の分布

延床面積（百 m2） 蔵書冊数（万冊） 職員数（人） 図書館費（百万円）

データ区間 サンプル数 データ区間 サン プル数 データ区間 サ ンプル数 データ区間 サ ンプル数

0一 1 167 0一 1 85 0一 1 102 0一 2 211

1一 2 299 1一 2 298 1一 2 380 2一 4 334
2一 3 256 2一 3 559 2一 3 608 4一 6 274
3一 4 404 3一 4 551 3一 4 737 6一 8 309

4一 5 320 4一 5 517 4一 5 707 8一 10 269
5一 6 329 5一 6 520 5一 6 625 10一 12 269
6一 7 354 6一 7 446 6一 7 466 12一 14 289
7一 8 330 7一 8 325 7一 8 327 14一 16 297
8一 9 242 8一 9 331 8一 9 258 16一 18 219
9一 10 233 9一 10 247 9一 10 222 18一 20 194

10一 12 455 10一 12 393 10一 12 270 20一 22 228
12一 14 334 12一 14 297 12一 14 197 22一 24 190

14一 16 388 14一 16 191 14一 16 169 24一 26 176

16一 18 244 16一 18 147 16一 18 119 26一 28 163

18一 20 213 18一 20 116 18一 20 104 28一 32 247

20一 25 406 20一 25 263 20一 25 162 32一 36 239
25一 30 308 25一 30 169 25一 30 151 36一 40 211

30一 40 297 30一 40 225 30一 40 163 40一 45 205
40一 60 251 40一 60 218 40一 60 186 45一 50 153

60一 80 154 60一 80 124 60一 80 75 50一 60 274

80－100 61 80－100 70 80－120 63 60一 70 213

100－150 94 100－150 77 120－160 68 70一 80 195

150－300 54 150－200 24 160－250 34 80一 100 212

300－560 12 200－430 12 250－370 12 100一 120 165

120一 150 151

150一 200 157

200一 300 138

300一 500 142

500－1，000 66
1，000－2，500 15

の場合よりも良く，0．87～0．89に達している。ま

た，ここでも，規模の経済が検証された。技術的

効率性（e｝”）の平均値はいずれも60％強であり，

単館レベルよりは高いものの，米国の公共図書館

を対象とした既往事例44）・45）では，いずれも80％

以上の効率性を示していることから，一般的に

は，やはり低い水準に止まっていると言える。

TFPの値にっいても，同様に，年を追うごとに高

くなっており，効率性が増していることが窺え

る。

　さて，第二の方法論では，規模の段階別に効率

性指標の平均値を算出しているが，このデータ区

間をどのように定めるかということも一っの論点

となるだろう。ここで，区間内のデータ数を等し

くするように区間を設定するといったアプローチ

も考えられるが，データが均一に分布している訳

ではないたあ，その場合，分析結果の解釈が困難

になりかねない。そこで，区間内のデータ数が大

きく偏らないよう配慮しながら，キリのよい値で

データを区切ることとした。

　その結果，単館レベルでは全ての変数で22区

間を設け，自治体レベルでは，延床面積，蔵書冊

数，職員数の三変数は24区間，図書館費につい

てのみ30区間とした。第7表と第8表は，それ

ぞれ，単館レベル，自治体レベルにおいて，変数

ごとのデータ区間とその区間内のサンプル数を集

計したものである。
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IV．平均関数の推定

　本章では，第一の方法論による結果について論

じる。既に述べたように，ここでは，規模の変数

間に三次関数を当てはめて回帰推定を行い，その

平均関数を導き出すことによって，最適な規模を

定義することを試みた。

　その際，単館レベルでは，「職員数一延床面積」，

「貸出冊数一二床面積」，「職員数一蔵書冊数」，「貸

出冊数一蔵書冊数」，「貸出冊数一職員数」の五つ，

自治体レベルでは，それに「図書館二一延床面

積」，「図書館二一蔵書冊数」，「貸出冊数一図書館

費」を加えた計八っの変数の組み合わせについて

回帰推定を行っているが，その全てについて最適

な規模が定義された訳ではない。ここでは，以下

のような三つの規準によって，モデルの適切性を

判断した。

①　回帰式の適合度

②　偏回帰係数αの有意性

③　仮定との整合性

　まず，回帰式の適合度については，自由度調整

済み決定係数（R2）が40％以上であることを条件

とした。次に，偏回帰係数αが有意水準α＝0．1で

有意であるか否かを確認している。また仮にαは

有意であっても，その他の係数（b，c，　d）が同様の

規準によって有意でない場合は，その変数を除い

た上で改あて推定を行い，全ての係数が有意とな

るモデルのみを採用した。

　仮定との整合性については，例えば，延床面積

と図書館費との組み合わせの場合，1m2当りの

平均費用を最小化するような延床面積が存在する

という仮定に基づいて推定が行われるが，ここ

で，実際に推定された平均関数が極小値を持てば

仮定に対して整合的であるが，極大値を持つ場合

には仮定と合致しない。これは，具体的には，三

次の係数αの符号によって確かあられ，αが正で

あれば平均関数は下に凸となって極小値を持ち，

αが負であれば上に凸となって極大値を持つこと

が分かる。

　但し，仮定に整合的でない場合，最適な規模は

定義されないものの，逆に，最も効率的でない規

模を定義するという観点から考察を加えることが

可能である。以下では，平館レベル，自治体レベ

ルのそれぞれについて分析結果を示す。

A．直隠レベルの分析

　単館レベルでは，合計65（＝5こ口×13カテ

ゴリ）の回帰式を推定したが，三つの規準に照ら

した結果，全ての条件を満たしたのは，そのうち

の約37％に当たる24ケースであった。

1．最適な延床面積

　第9表は，単二レベルにおける延床面積の最適

値を示したものである。ここでは，「全体」，「年度

別（4カテゴリ）」，「館種別（2カテゴリ）」，「設置

母体別（6カテゴリ）」の計13カテゴリにおいて

分析を行っており，それぞれ，（1）回帰式の自由

度調整済み決定係数（R2），（2）偏回帰係数aのP

値，（3）仮定との整合性，（4）最適規模を記載して

いる。ここでの最適規模とは，回帰式から導かれ

る理論値ではなく，その理論値に最も近い現実の

図書館の規模である。併せて，（5）それぞれの最

適値が対象となった図書館の中で何番目に大きい

図書館であるのか，また，（6）それがサンプル中

で上位何％の点に当たるのかを示した。

　まず，1m2当りの平均貸出冊数を最大化する

ような延床面積は「町村」を除く全てのカテゴリ

において定義されなかった。その主たる原因は仮

定と整合的でなかったためであるが，ここでは試

みに，どの程度の規模において平均貸出冊数が最

小化されるのかを確認した。その結果，「全体」及

び「年度別」においていずれも21，834m2となる

など，極めて大きな図書館において効率性が最も

低くなることが明らかになった46）。すなわち，こ

の指標から導き出される結果によれば，ほとんど

の図書館にとって規模は小さければ小さいほど良

く，大きくなると逆に効率性が低下することを意

味する。

　また，町村立図書館における最適な延床面積は

2，902m2であったが，これは3，655丁丁68番目
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第9表　旧館レベルにおける最適な延床面積1

貸出／延床 決定係数 P値 整合性 最適規模 順位 ％点

全体 0．45 2．2E－165 ×
一 一 一

2000年度 0．44 3．OE－38 ×
一 一 一

1999年度 0．45 2．9E－45 ×
一 『 一

1998年度 0．47 6．2E－42 ×
一 一 一

1997年度 0．47 1．OE－65 ×
一 一 一

中央館 0．50 5．5E－142 ×
一 一 一

分目 0．48 5．2E。79 ×
一 一 一

都道府県 0．49 0．53 ○
一 一 一

特別行政区 0．41 0．32 ○
一 一 一

政令指定都市 0．65 2．7E－21 ×
一 一 一

市 0．53 0．18 ×
一 一 一

広域町村圏 0．98
一

×
一 一 一

町村 0．42 7．7E－04 ○ 2，902m2＊ 68／3，655 1．86％

職員／延床 決定係数 P値 整合性 最適規模 順位 ％点

全体 0．69 6．3E－29 ○ 30，771m2 5／9，812 0．05％

2000年度 0．68 4．6E－08 ○ 30，771m2 2／2，508 0．08％

1999年度 0．70 8．6E－08 ○ 30，771m2 2／2，474 0．08％

1998年度 0．70 7．2E－08 ○ 30，771m2 2／2，426 0．08％

1997年度 0．71 7．8E－10 ○ 30，771m2 2／2，404 0．08％

中央館 0．70 4．2E。18 ○ 34，533m2 1／6，444 0．02％

分館 0．72 1．5E－71 ○ 13，957m2 5／3，368 0．15％

都道府県 0．60 9．2E－03 ○ 25，704m2 5／240 2．08％

特別行政区 0．70 1．9E－14 ×
一 一 一

政令指定都市 0．89 4．2E－04 ○ △ 一 一
転 0．62 0．46 ×

一 一 一
広域町村圏 0．96

一
○

一 一 一
町村 0．45 0．36 ○

一 一 一

※極値ではあるが最大値・最小値ではないものは＊によって示した．

※△は最適規模が定義域を超えて大きい場合を示している．

に大きい図書館であった。ここでは，1997年度

から2000年度までの四年間のパネル・データを

扱っており重複があるたあ，実際の町村立図書館

の中ではおよそ20位程度の規模である。この場

合は，概ね，大きければ大きいほど効率性は増す

ことになる。

　次に，平均職員数を最小化するような延床面積

は，全13カテゴリのうち9カテゴリにおいて定

義された。「全体」と「年度別」の結果は完全に一

致しており30，771m2であった。これは現実の図

書館の中で2番目に大きいものである。このほか

最適値が導かれたのは，「館種別」の中央館

（34，533m2：6，444館中1位），分館（13，957　m2：

3，368館中35位）と，「設置母体別」の都道府県

立図書館（25，704m2：240館中5位）であった

が，いずれもサンプル中で最も規模の大きい図書

館の一つである。また，政令指定都市の図書館の

延床面積の最適値（理論値）は，実際に存在する

図書館の規模によって規定される定義域を超えて

おり，39，678m2であった。

　以上の結果から，延床面積の場合，「設置母体

別」を除く全てのカテゴリにおいて，貸出に関す

る効率性に関しては，概ね，規模の不経済が働き，

職員に関する効率性に関しては，反対に，規模の
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経済が働くことが明らかになった。すなわち，図

書館における効率性とは一貫した概念であるとい

う訳ではなく，適用される評価指標の相違によっ

て，それぞれ導かれる結果も異なってくるもので

あると言える。したがって，図書館の最適な規模

についても単一の解が定義されるのではなく，複

数：の異なる解が求あられることになるであろう。

2．最適な蔵書冊数

　第10表は最適な蔵書規模についての結果であ

る。蔵書一冊当りの平均貸出冊数，すなわち，蔵

書回転率を最大化するような蔵書冊数が存在する

のは，都道府県立図書館（1，188，339冊：240館中

4位）と町村立図書館（245，822冊：3，655畠中9

位）のみであり，それ以外のカテゴリでは，やは

り仮定と整合的でないものが多かった。ここで

も，蔵書回転率を最小化するような蔵書冊数を算

出してみると，いずれも70万冊を超える大規模

な図書館であることが分かった47）。

　一方，蔵書一冊当りの平均職員数を最小化する

蔵書冊数については，10カテゴリで最適な規模

が導かれている。「全体」，及び，「年度別」では，

およそ75万冊から97万冊の間で最適値は分布

しているが，1998年度を除けば，ほぼ80万冊弱

と安定している。また，これらは全てトップ1％

未満に属する図書館であった。

第10表　単館レベルにおける最適な蔵書冊数1

貸出／蔵書 決定係数 P値 整合性 最適規模 順位 ％点

全　体 0．58 1．8E－122 ×
一 一 『

2000年度 0．57 5．6E－36 ×
一 一 一

1999年度 0．58 4．1E－35 ×
一 『 一

1998年度 0．58 6．6E－25 ×
一 一 一

1997年度 0．58 1．4E－30 ×
一 一 一

中央館 0．65 7．9E－129 ×
一 一 一

分館 0．56 5．7E－68 ×
一 一 一

二道府県 0．51 2．6E－04 ○ 1，188，339冊＊ 4／240 1．67％

特別行政区 0．60 2．OE－17 ×
一 一 一

政令指定都市 0．69 1．5E－54 ×
一 一 一

二 0．69 0．11 ○
一 ｝ 一

広域町村圏 0．60 0．92 ×
一 一 一

町村 0．68 2．8E－46 ○ 245，822冊 9／3，655 0．25％

職員／蔵書 決定係数 P値 整合性 最適規模 順位 ％点

全体 0．76 1．9E－44 ○ 797，150冊 48／9，812 0．49％

2000年度 0．77 3．8E－17 ○ 782，181冊 17／2，508 0．68％

1999年度 0．77 1．3E－19 ○ 747，947冊 19／2，474 0．77％

1998年度 0．74 1．7E－05 ○ 971，746冊 6／2，426 0．25％

1997年度 0．76 8．1E－07 ○ 792，221冊 9／2，404 0．37％

中央館 0．79 1．7E－17 ○ 719，892冊 69／6，444 1．07％

分館 0．71 5．9E－75 ○ 607，067冊＊ 6／3，368 0．18％

都道府県 0．52 2．5E－07 ○ 901，040冊 10／240 4．17％

特別行政区 0．77 0．17 ×
一 一 一

政令指定都市 0．83 0．0998 ○ 979，744冊 14／590 2．37％

市 0．75 0．20 ×
一 一 一

広域町村圏 0．95 0．03 ×
一 一 一

町村 0．57 1．3E－09 ○ 200，106冊 25／3，655 0．68％

※極値ではあるが最大値・最小値ではないものは＊によって示した．
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第11表単二レベルにおける最適な職員数1

貸出／職員 決定係数 P値 整合性 最適規模 順位 ％点

全　体 0．59 9．7E－73 ×
一 一 一

2000年度 0．60 4．2E－15 ×
一 一 一

1999年度 0．60 2．9E－25 ×
一 一 一

1998年度 0．59 2．4E－19 ×
一 一 一

1997年度 0．60 2．9E－26 ×
一 一 ｝

中央館 0．63 1．8E－39 ×
一 『 一

分　館 0．52 5．5E－29 ×
一 一 一

都道府県 0．23 0．11 ○
一 一 一

特別行政区 0．56 1．1E－09 ×
一 一 『

政令指定都市 0．68 0．30 ×
一 一 一

二 0．72 7．8E－23 ○ 36人 115／4，511 2．55％

広域町村圏 0．99 9．2E－06 ○ 7人 5／9 55．56％

町村 0．63 4．1E－28 ○ 21人 8／3，655 0．22％

　さらに，中央館では約72万冊（6，444二黒69

位），分館では約61万冊（3，368湯中6位），都道

府県立図書館では約90万冊（240上中10位），

政令指定都市では約98万冊（590忌中14位），

町村図書館では約20万冊（3，655二二25位）と

なっており，高い値を示していることが分かる。

　蔵書冊数に関しても，延床面積の結果と同様

に，「全体」，「年度別」，「館種別」においては，平

均貸出冊数を用いた場合には規模にしたがって効

率性が低下し，平均職員数を用いた場合には規模

にしたがって効率性が増すという相反する結果が

得られた。

　これとは別に，「設置母体別」の都道府県立図書

館と町村立図書館の二つのカテゴリにおいて，平

均貸出冊数を最大化する場合と，平均職員数を最

小化する場合の二つの異なる観点から最適値が導

かれており，数値による直接的な比較が可能と

なっている。

　まず，「都道府県」における最適値は118万冊

と90万冊であり，数値自体は28万冊程度離れ

ているが（但し，理論値の比較では，前者が108

万冊，後者が90万冊であることから，その差は

18万冊である），両者は240館内4位と10位の

図書館であることから，順位的には近い値を示し

ている。また，「町村」においては，24万冊と20

万冊であり，ほぼ似通った値が導かれていると言

えるだろう。

3．最適な職員数

　第11表には，職員一人当りの平均貸出冊数を

最小化する職員数を記した。三つの規準が全て満

たされたのは，「設置母体別」の3カテゴリのみ

であった。市立図書館の最適な職員数は36人

（115位），広域町村圏では7人（5位），町村立図

書館では21人（8位）であり，かなり規模の大き

い図書館において効率性が最適化されていること

が示されている。

　その一方で，「設置母体別」以外のカテゴリで

は，仮定との整合性が得られなかったため，ここ

でもまた，平均貸出冊数を最小化するような規模

を算出した。その結果，最低値を示すのはいずれ

も70人を超える大規模な図書館であり，それよ

りも小さい図書館では，職員数は少なければ少な

いほど効率的となることが明らかになった48）。

B．自治体レベルの分析

　各自治体についても同様の方法論を用いて分析

を行った。ここでは，88（＝8指標×11カテゴ

リ）の回帰式を推定して，27ケース（約31％）に

おいて上述の三つの規準を満たした。また，回帰

式の決定係数は，学館レベルの場合と較べて全般

的に高いと言える。
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1．最適な延床面積

　第12表は，自治体レベルにおける延床面積の

最適値を示したものである。単三レベルの例と同

じく，（1）回帰式の自由度調整済み決定係数（R2），

（2）三次の偏回帰係数のP値，（3）仮定との整合

Library　and　Information　Science　No．46　2001

　　　　　　　　　　　性，（4）最適規模，（5）その順位と（6）％点がそれ

それ記されている。

　まず，1m2当りの平均貸出冊数を最大化する

延床面積は11カテゴリ中8カテゴリで定義され

ている。ここでは，「全体」と「年度別」の五つの

第12表　自治体レベルにおける最適な延床面積1

貸出／延床 決定係数 P値 整合性 最適規模 順位 ％点

全体 0．85 2．9E－23 ○ 33，463m2 12／6，205 0．19％

2000年度 0．85 7．2E－09 ○ 35，315m2 3／1，595 0．19％

1999年度 0．84 9．OE－06 ○ 33，463m2 3／1，575 0．19％

1998年度 0．87 5．1E－08 ○ 27，936m2 4／1，524 0．26％

1997年度 0．86 8．OE－05 ○ 28，474m2 4／1，511 0．26％

単数設置 0．54 1．OE－04 ○ 9，374m2 8／5，286 0．15％

複数設置 0．83 0．68 ○
一 一 一

特別行政区 0．58 0．57 ○
一 一 一

政令指定都市 0．81 0．01 ○ 35，315m2 9／48 18．75％

市 0．67 2．OE－23 ○ 9，040m2 71／2，501 2．84％

町村 0．43 0．16 ○
一 一 一

職員／延床 決定係数 P値 整合性 最適規模 順位 ％点

全体 0．84 9．4E－68 ×
一 一 一

2000年度 0．84 4．4E－21 ×
一 一 一

1999年度 0．84 1．3E－17 ×
一 一 一

1998年度 0．83 7．4E－21 ×
一 一 一

1997年度 0．83 2．5E－14 ×
一 一 一

単数設置 0．62 0．91 ○
一 一 一

複数設置 0．80 0，997 ×
一 一 一

特別行政区 0．76 0，103 ○
一 一 一

政令指定都市 0．78 0．93 ○ 一 一 一
等 0．69 6．9E－18 ×

一 一 一
町村 0．44 0．11 ○

一 一 一

費用／延床 決定係数 P値 整合性 最適規模 順位 ％点

全体 0．85 0．35 ○
一 一 一

2000年度 0．85 0．02 ○ ▽ 一 一
1999年度 0．81 0．02 ○ ▽ 一 一
1998年度 0．87 0．08 ×

一 一 一
1997年度 0．87 0．02 ×

一 一 一

単数設置 0．63 1．7E－37 ○ 3，563m2 197／5，286 3．73％

複数設置 0．82 9．2E－04 ○ 28，499m2 13／919 1．41％

特別行政区 0．50 3．4E－18 ×
一 一 一

政令指定都市 0．75 0．21 ○
一 一 一

市 0．72 0．23 ×
一 一 一

町村 0．37 2．5E－04 ×
一 一 一

※▽は最適規模が定義域を超えて小さい場合を示している．
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カテゴリにおいて，30，000m2前後という一貫し

た結果が得られており，順位についてもトップ

3～4位とほぼ一一致している。このほか，単数設置

（9，374m2：8位），政令指定都市（35，315m2：9

位），市（9，040m2：71位）において最適規模が導

かれた。

　次に，1m2当りの平均職員数を最小化するよ

うな延床面積は，全てのカテゴリで三つの規準を

満たさなかったが，逆に，「全体」及び「年度別」

では，平均職員数を最大化するような延床面積が

いずれも20，000m2以上の高い値で定義され
た49）。

　また，1m2当りの平均図書館費を最小化する

延床面積については，「単数設置」（3，563m2：197

位）と「複数設置」（28，499m2：13位）でのみ定

義されたが，その一方で，「2000年度」と「1999

年度」では，最適値は負の値をとり，定義域内で

は延床面積は小さければ小さいほど，平均費用を

低下させるという結果が得られた。

　したがって，延床面積については，全ての自治

体を一括して扱った場合，貸出冊数との関係にお

いては規模の経済が働き，職員数や図書館費との

関係においては規模の不経済の働くことが明らか

になったが，これは単館レベルの分析と正反対の

結果となっている。

　このような結果をもたらした要因は，必ずしも

明らかではないが，単三レベルと自治体レベルの

相違は，単二であるか複数館であるかの違いによ

るものではないかと思われる。すなわち，単二の

場合，単位面積当たりの貸出効率は規模が大きく

なるにしたがって低下するが，自治体内に複数の

図書館が存在する場合，図書館ネットワークが組

まれることによって，中央館に較べて貸出効率の

高い分館が多く存在することになり，全体として

みれば，逆に，効率性が高まってくるのではない

かと考えられる。

　さらに，職員数：と図書館費については，仮に，

延床面積が全く同じであったとしても，それが単

二であるか複数館であるかによって，運営のため

に必要とされる職員数や図書館費は異なり，必然

的に，複数館の方が多くなってしまうたあという

点が挙げられよう。

2．最適な蔵書冊数

　第13表には最適な蔵書冊数の結果を示した。

まず，蔵書回転率を最大化する蔵書規模は，11カ

テゴリ中7カテゴリにおいて最適値が定義され

ている。ここでは，「全体」，「1998年度」，「複数

設置」の三つのカテゴリにおいて，最適な蔵書規

模は約260万～270万冊となっており，「政令指

定都市」では310万冊を超えている。また，「年度

別」では，「1998年度」を除いて，最適規模の理

論値が実際に存在する蔵書規模を超えた。

　その一方で，蔵書一冊当りの職員数では，仮定

と整合的でないものが多く，「全体」と「年度別」

で，逆に，平均職員数が最大化されるような蔵書

冊数が導かれたが，それらはいずれも規模の大き

い部類の図書館（群）を持つ自治体であった50）。

また，蔵書一冊当りの図書館費を最小化するよう

な蔵書規模は，「全体」，「2000年度」，「1999年

度」の三つのカテゴリにおいて理論値が負の値を

とっている。

　したがって，ここでも，延床面積の場合と同様

に，「全体」と「年度別」においては，平均貸出冊

数については規模の経済が見られ，平均職員数や

平均費用については規模の不経済が見られた。

3．最適な職員数

　職員一人当りの貸出冊数を最大化する職員数を

第14表に示す。ここでは，設置母体別の「政令指

定都市」，「市」，「町村」の三つのカテゴリにおい

て最適規模が定義された。市における最適な職員

数は，高館レベルでは36人であったが，自治体

レベルでは倍の72人となっている。また，町村

の場合，自治体レベルと単館レベルでは同じく

21回忌あった。これは町村の98％（3，509自治

体）が図書館を一つしか設置していないという事

実によって説明できるだろう。ここでもまた，「全

体」と「年度別」において，平均貸出冊数を最小

化するような規模が定義されているが51），これは

単館レベルの分析と同様の結果となっている。
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第13表　自治体レベルにおける最適な蔵書冊数1

貸出／蔵書 決定係数 P値 整合性 最適規模 順位 ％点

全体 0．93 6．8E－114 ○ 2，760，968冊 5／6，205 0．83％

2000年度 0．93 0．06 ○ △ 『 一
1999年度 0．92 0，006 ○ △ 『 一
1998年度 0．93 5。8E－61 ○ 2，610，145冊 2／1，524 0．13％

1997年度 0．94 0．04 ○ △ 『 一

単数設置 0．74 8．E－04 ○ 555，544冊 33／5，286 0．62％

複数設置 0．91 2．1E－19 ○ 2，760，968冊＊ 5／919 0．54％

特別行政区 0．78 0．45 ○ 一 一 一

政令指定都市 0．91 2．2E－04 ○ 3，107，729冊 4／48 8．33％

市 0．82 1．7E－04 ○ 1，027，940冊 31／2，501 1．24％

町村 0．69 9．OE－48 ○ 248，532冊 14／3，570 3．78％

職員／蔵書 決定係数 P値 整合1生 最適規模 順位 ％点

全体 0．88 3．3E－91 ×
一 一 一

2000年度 0，88’ 1．2E－24 ×
一 一 一

1999年度 0．88 4．4E－17 ×
一 一 一

1998年度 0．88 7．2E－28 ×
一 一 一

1997年度 0．88 2．1E－19 ×
一 一 一

単数設置 0．76 0．03 ○ 735，745冊 6／5，286 0．11％

複数設置 0．83 9．5E－04 ×
一 一 一

特別行政区 0．86 1．4E－14 ×
一 一 一

政令指定都市 0．85 5．1E－05 ×
一 一 ｝

市 0．83 3．5E－03 ×
一 一 一

町村 0．59 2．1E－06 ○ 189，900冊 34／3，570 0．95％

費用／蔵書 決定係数 P値 整合性 最適規模 順位 ％点

全体 0．83 0．02 ○ ▽ 一 一

2000年度 0．85 4．OE・13 ○ ▽ 一 一

1999年度 0．81 5．6E－46 ○ ▽ 一 一

1998年度 0．87 0．97 ×
一 一 一

1997年度 0．84 5．5E－16 ○ 742，950冊 49／1，511 3．24％

単数設置 0．65 6．1E－52 ○ 360，409冊 89／5，286 1．68％

複数設置 0．79 0．57 ○ 一 一 一

特別行政区 0．44 0．56 ○ 一 一 一

政令指定都市 0．65 0．11 × 一 一 一

市 0．70 2．8E－11 ×
一 一 一

町村 0．31 0．76 × 一 一 一

※極値ではあるが最大値・最小値ではないものは＊によって示した．

※△は最適規模が定義域を超えて大きい場合を示している．

※▽は最適規模が定義域を超えて小さい場合を示している．

4．最適な図書館費

　第15表は，図書館費千円当たりの貸出冊数を

最大化する図書館費である。ここでは三つのカテ

ゴリで最適値が導かれている。「全体」，及び，

「2000年度」のデータを対象とした場合は，約3

億7千万円程度で一致しているが，「1998年度」
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第14表　自治体レベルにおける最適な職員数1

貸出／職員 決定係数 P値 整合性 最適規模 順位 ％点

全体 0．85 1．3E－58 ×
一 『 一

2000年度
P999年度
P998年度
P997年度

0．84

O．83

O．86

O．87

4．OE－15

R．5E－08

P．2E－20

X．3E－30

××××

＝＝ ＝＝ ＝＝

単数設置

｡数設置

0．76

O．78

0．56

R．6E－09

○×

二 ＝ ＝

特別行政区

ｭ令指定都市

0．55

O．78

1．9E－16

Q．2E－14

×○

　一
Q46人

一5／48 　『
P0．42％

　市

町　村

O．82

0．64

1．3　E－3　4

1．8E－20
o
o

72人
21人

77／2，501

15／3，570

3．08％

O．4　2　9060

第15表　自治体レベルにおける最適な図書館費1

貸出／費用 決定係数 P値 整合性 最適規模 順位 ％点

全体 0．83 9．9E－44 ○ 360，972 163／6，205 2．63％

2000年度 0．84 5．1E－11 ○ 370，972 40／1，595 2．51％

1999年度 0．80 0．01 ×
一 一 『

1998年度 0．86 0．01 ○ 514，726 18／1，524 1．18％

1997年度 0．84 0．18 ○ 一 一 一

単数設置 0．67 3．6E－03 ○ ▽ 一 一
複数設置 0．78 0．63 ○ 一 一 一

特別行政区 0．60 0．27 ×
一 一 一

政令指定都市 0．60 0．28 ×
一 一 一

転 0．72 0．76 ○ 一 一 一
町村 0．53 2．1E－36 ×

一 一 一

※図書館費の最適規模の単位は千円．

※▽は最適規模が定義域を超えて小さい場合を示している．

では5億1千万円と高くなっている。

V．規模段階別の効率性指標の平均値

　本章では，第二の方法論による結果について述

べる。ここでは，規模段階別に効率性指標の平均

値を算出し，それが最も効率化される区間を明ら

かにしている。

A．無意レベルの分析

1．最適な延床面積

　第16表は，（1）1m2当りの貸出冊数を最大化

する延床面積のデータ区間と，その区間における

延床面積の平均値，（2）1m2当りの職員数を最小

化する延床面積のデータ区間と，その区間におけ

る延床面積の平均値，（3）技術的効率性を最大化

する延床面積のデータ区間と，その区間における

延床面積の平均値を，「全体」，「年度別」，「館種

別」，「設置母体別」のカテゴリごとに示したもの

である。但し，方法論IIでは，サンプル数が少な

すぎるという理由で，「設置母体別」の「広域町村

圏」のみを対象とした分析結果は示していないた

あ，計12カテゴリとなっている52）。

　まず，「全体」と「年度別」では，平均貸出冊数

が最大となるのは，いずれも「100－200m2」の

区間であり，その後，延床面積が広くなるにした

がって効率性は逓減する。その他のカテゴリの場
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第16表　単館レベルにおける最適な延床面積II

貸出／延床 職員／延床 技術的効率性
効率性指標

データ区間 区間平均 データ区間 区間平均 データ区間 区間平均

全　体 1－2 149m2 100－350 17，032m2 20－25 2，231m2

2000年度 1－2
149m2 100－350 16，843m2 12－14 1，289m2

1999年度 1－2 149m2 100－350 16，917m2 12－14 1，290m2

1998年度 1－2 149m2 100－350 17，061m2 20－25 2，226m2

1997年度 1－2 149m2 100－350 17，342m2 20－25 2，231m2

中央館 25－30 2，740m2 100－350 16，693m2 20－25 2，235m2

分館 2－3 246m2 80－100 9，225m2 80－100 9，225m2

都道府県 1－2 158m2 100－350 15，865m2 1－　2 158m2
特別行政区 0－1 69m2 80－100 8，483m2 2－　　3 235m2
政令指定都市 2－3 241m2 100－350 22，415m2 6－　7 642m2
市 1－2 146m2 100－350 12，011m2 80－100 9，168m2

町村 0－1 65m2 40－60 4，496m2 40－60 4，496m2

※データ区間の単位は百m2．

O．　03

O．　025

O．　02

O，015

O．　01

O．　005

　o

　o
第2図

2，000　4，000　6，000　8，000　10，000　12，000　14，000　16，000　18，000

単館レベルにおける延床面積と延床面積1m2当たりの平均職員数の関係

合も，最も効率的であるのは「O一一一一100　m2」から

「200－300　m2」という規模の小さい区間であり，

程度の差こそあれ，規模が増大するにしたがって

非効率的になっていく点に変わりはない。これら

の中で傾向が異なるのは「中央館」のみであり，

ここでは，「2，500－3，000m2」（区間平均：2，740

m2）で最も効率性が高まっている。

　次に，1m2当りの職員数を最小化するのは，全

てのカテゴリを通じて，最も規模の大きい区間で

あり，平均貸出冊数による結果とは対照的に，規

模が大きければ大きいほど効率性が高まることが

示されている。但し，その増減率は一定ではなく，

ある区間までは効率性は急速に増し，その後は，

緩やかに増加していくこととなる。

　第2図には「全体」の場合の平均職員数の推移

をプロットしている。縦軸は1m2当りの職員数：

であり，横軸はデータ区間内の延床面積の平均値

である。グラフは「L字型（L－Shape）」を示してお

り，「600－700m2」あたりまでは平均職員数は

大幅に減少し，その後，緩やかなカーブを描いて

減り続け，「1，400－1，600m2」以降はほぼ直線と

なっていることが分かる。ここでは，他のカテゴ
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　第3図　単館レベルにおける延床面積と技術的効率性の平均値の関係

リにおいても，グラフの形状はL字型となってい

る。

　この結果にしたがえば，最も効率的な区間は最

大の「10，000－35，000m2」であり，延床面積は大

きければ大きいほど良いということになるが，上

に示した効率性の増減率の変化を考慮すれば，最

適ではない区間にも一定の意味を付与することが

出来るだろう。

　例えば，「全体」及び「年度別」の場合，効率性

の増加率が緩やかになり始ある「600－700m2」

の区間を，少なくともそれだけの広さは必要であ

るとする「最低基準」として，あるいは，効率性

の傾きがほぼ直線となる「1，400－1，600m2」の

区間を，ある種の「望ましい基準」だと解釈する

ことも可能である。

　以上のように，延床面積の場合，平均貸出冊数

に関しては規模の不経済が働き，平均職員数に関

しては規模の経済が働くことが明らかになった

が，これは方法論1による結果と全く一致してい

る（→IV－A－1）。

　第3図には，「全体」の場合の技術的効率性の

平均値の推移を示している。グラフは上に凸な

「匙型（spoon　shape）」であり，「500－600　m2」か

ら「3，000－4，000m2」までは安定して50％以上

の効率性を示し，「2，000－2，500m2」（区間平均：

2，231m2）において最大化された後に，その値は

逓減している。ここでは，「年度別」の四つのカテ

ゴリにおいても「全体」の場合と同様の結果が得

られている。

　第3図に示した通り，三型を示すグラフでは，

まず，急速に効率性が上昇した後に，やや安定し

て効率性が最大化され，やがて再び効率性が急速

に低下することとなる。したがって，効率性が高

い水準で安定しはじめる区間（第3図では500一一

600m2の区間）を最低基準と解釈することがで

きよう。

　このほか，「館種別」や「設置母体別」では，カ

テゴリによって導かれる結果はそれぞれ異なって

いる。「中央館」と「特別行政区」と「政令指定都

市」の三つのカテゴリでは，効率性のデータをグ

ラフ上にプロットすると匙型となっているが，

「分館」と「都道府県」と「市」では，規模に応じ

た明確な傾向は現れていない。また「町村」につ

いては，規模が大きくなるにしたがって効率性は

増加しており，ここでの最大区間である「4，000－

6，000m2」（区間平均：4，496m2）において，最も

大きい値をとっている。

2．最適な蔵書冊数

　第17表は最適な蔵書冊数についての結果であ

る。

　まず，蔵書回転率については，「全体」と「年度

別」の場合，規模の小さい区間では上昇を続け，

「80，000－90，000冊」から「140，000一一一160，000
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第17表　単二レベルにおける最適な蔵書冊数II

貸出／蔵書 職員／蔵書 技術的効率性
効率性指標

データ区間 区間平均 データ区間 区間平均 データ区間 区間平均

全体 8－　9 84，589冊 80－100 879，768冊 12－14 129，262冊

2000年度 14－16 149，861冊 80－100 85，3260冊 14－16 149，861冊

1999年度 9－10 94，787冊 80－100 895，901冊 12－14 129，614冊

1998年度 8－　9 84，751冊 80－100 880，897冊 12－14 129，840冊

1997年度 8－　　9 84，465冊 80－100 903，089冊 8－9 84，465冊

中央館 100－140 1，149，117冊 80－100 879，768冊 18－20 189，811冊

分館 9－10 94，329冊 100－140 1，250，455冊 6－7 64，592冊

都道府県 3－　4 34，780冊 8－　9 80，807冊 3－4 34，780冊

特別行政区 1－　　2 16，920冊 60－80 663，978冊 1－2 16，920冊

政令指定都市 9－10 93，732冊 60－80 753，200冊 5－6 56，370冊

市 100－140 1，016，035冊 80－100 861，306冊 3－4 35，316冊

町村 18－20 1，88，657冊 18－20 188，657冊 18－20 188，657冊

※データ区間の単位は万冊．

第18表単館レベルにおける効率性指標間の相関係数

1V＝9，812 貸出／延床 貸出／蔵書 貸出／職員 職員／延床 職員／蔵書

貸出／蔵書 0．68

貸出／職員 0．60 0．76

職員／延床 0．52 0．09 一〇．12

職員／蔵書 0．05 0．21 一〇．26 0．42

技術的効率性 0．61 0．82 0．83 一〇．04 一〇．07

冊」のいずれかの区間で最大値をとり，その後，

規模が大きくなるにしたがって低下している。ま

た，この80，000冊から160，000冊までの区間で

は安定して高い水準の蔵書回転率を示している。

各カテゴリの蔵書回転率の推移を図示すると，都

道府県立図書館を除けば，いずれも概ね十型と

なっている。

　次に，蔵書一冊当りの職員数については，延床

面積1m2当りの職員数による分析と同様の結果

が示されている。すなわち，「都道府県」を除け

ば，いずれもそのグラフはL字型を示しており，

最大の規模ではないが，二番目あるいは三番目に

大きいデータ区間において平均職員数が最小化さ

れている。

　ここでも，効率性の増加率が緩やかになり始め

る区間を便宜的に最低基準とし，効率性の増加率

がほぼ0に等しくなるような区間を望ましい基

準であるとするならば，「全体」及び「年度別」の

場合，最低基準は「30，000－40，000冊」の区間と

なり，望ましい基準は「120，000－140，000冊」の

区間であると定義される。

　技術的効率性については，全てのカテゴリを通

じて，蔵書回転率による分析と似通った結果が導

かれており，効率性を最大化するデータ区間だけ

でなく，その推移を示したグラフの形状も似通っ

ている。例えば，「全体」と「年度別」では，グラ

フは匙型を示しており，「80，000－90，000冊」か

ら「140，000－160，000冊」までの区間で効率性

が最大化され，この区問内では安定して55％以

上の効率性を示している。

　このほか，「館種別」，「設置母体別」の各カテゴ

リにおいても，蔵書回転率の結果と一致している

が，これは技術的効率性が所与の蔵書冊数と職員

数に対する貸出効率によって測定されているため

であると考えられる（→III－D）。試みに，全ての図

書館のデータを対象として，ここで用いられてい
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る六つの効率性指標間の相関係数を算出すると，

技術的効率性と蔵書回転率，職員一人当りの貸出

冊数との相関はいずれも0．80以上の高い値を示

した（→第18表）。

　以上のように，全体的には，蔵書回転率と技術

的効率性を最大化させる最適規模はおよそ8万

冊から16万冊の間であると定義され，蔵書一冊

当りの職員数による分析では，規模の経済の働く

ことが示された。また，町村立図書館については，

これら三つの指標を通じて，いずれも「180，000－

200，000冊」の区間において最適値が導かれてい

る。

3．最適な職員数

　最適な職員数の結果を第19表に示す。前項で

述べた通り，職員一人当りの貸出冊数と技術的効

率性には高い相関関係があるたあ，ここでも，こ

れら二つの指標による分析結果には一一致する部分

が多く見られた。

　まず，「全体」と「年度別」のグラフの形状は全

て匙型であり，職員一一人当りの貸出冊数は「8一一一9

人」から「20－25人」の区間まで高い水準で安定

しており，技術的効率性については「12一一一一14人」

の区間で最も高い値を示し，その前後の「7－8

人」から「18－20人」の区間でも同等の水準を

保っている。

　「館種別」と「設置母体別」では，二つの指標に

よる分析結果は全く同じであり，「都道府県」と

「特別行政区」ではグラフはL字型を示しており，

4～5人程度までは効率性が低下し続け，その後

は横ばいとなっている。「分館」，「政令指定都市」，

「市」の三つのカテゴリではグラフは概ね十型と

なっているが，効率性が最大化されるのは，3～5

人程度の少ない規模であった。「町村」と「中央

館」は「12－14人」の区間で効率性が最大化され

ているという点で一一致しているが，これはやはり

町村立図書館の98％（3，595館）が中央館である

たあであろう。

B．自治体レベルの分析

1．最適な延床面積

　第20表は，（1）1m2当りの貸出冊数を最大化

する延床面積のデータ区間と平均延床面積，（2）1

m2当りの職員数を最小化する延床面積のデータ

区間と平均延床面積，（3）1m2当りの図書館費を

最小化する延床面積のデータ区間と平均延床面

積，（4）技術的効率性を最大化する延床面積の

データ区間と平均延床面積を，カテゴリ別に示し

たものである。

　まず，「全体」における1m2当りの貸出冊数の

第19表　単館レベルにおける最適な職員数II

貸出／職員 技術的効率性
効率性指標

データ区間 区間平均 データ区間 区間平均

全体 18－20 19人 12－14 13人

2000年度 16－18 17人 14－16 15人
1999年度 18－20 19人 12－14 13人
1998年度 8－9 9人 12－14 13人
1997年度 9－10 10人 12－14 13人

中央館 12－14 13人 12－14 13人

分館 4－5 5人 4－5 5人

都道府県 2－3 3人 2－3 3人
特別行政区 0－1 1人 0－1 1人
政令指定都市 3－4 4人 4－5 5人
市 2－3 3人 2－3 3人

町村 12－14 13人 12－14 13人

※データ区間の単位は人．
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第20表　自治体レベルにおける最適な延床面積II

貸出／延床 職員／延床 費用／延床 技術的効率性
効率性指標

データ区間 区間平均 データ区間 区間平均 データ区間 区間平均 データ区間 区間平均

全体 0一 1　　　66m2 12－14 1，298m2 10－12 1，100m2 9－10 954m2

2000年度 300－560 47，200m2 20－25 2，226m2 12－14 1，296m2 9－10 955m2
1999年度 300－560 45，619m2 12－14 1，297m2 10－12 1，101m2 20－25 2，227m2
1998年度 0一 1　　　62m2 12－14 1，298m2 12－14 1，298m2 9－10 955rn2
1997年度 150－300 18，926m2 10－12 1，100m2 10－12 1，100m2 20－25 2，233m2

単数館設置 80－100 9，374m2 60－80 6，791m2 60－80 6，791m2 80－100 9，374m2
複数館設置 3一 4　　358m2 300－560 46，289m2 4－　5 443m2 6－　　7 636m2

特別行政区 150－300 18，615m2 30－40 3，199m2 150－300 18，615m2 60－80 6，843m2
政令指定都市 100－150 12，430m2 300－560 46，289m2 300－560 46，289m2 100－150 12，430m2
市 0一 1　　　68m2 150－300 16，053m2 12－14 1，287m2 0－　　1 68m2
町村 0一 1　　　66m2 40－60 4，424m2 40－60 4，424m2 40－60 4，424m2

※データ区間の単位は百m2．
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自治体レベルにおける延床面積と延床面積1m2当たりの平均貸出冊数の関係

推移を第4図に示す。ここでは，最も面積の狭い

区間では極あて効率的であるが，断続的に効率性

は低下し，「1，000－1，200m2」の区間で最低とな

る。その後，再び効率性が増し，規模が大きくな

るにしたがって平均貸出冊数も大きくなるが，

「6，000－8，000m2」以降では，ほぼ；横ばいとなっ

ている。これは「年度別」の各カテゴリにおいて

も同様であった。したがって，「設置母体別」の場

合，規模の小さい自治体を多く含む「市」や「町

村」では，グラフはL字型となり，規模の大きい

自治体ばかりである「特別行政区」や「政令指定

都市」では，規模に応じた明確な傾向は見受けら

れず比較的安定している53）。

　次に，1m2当りの職員数については，「特別行

政区」と「政令指定都市」を除く全てのカテゴリ

で，グラフはL字型を示しており，一定の区間ま

では急速に平均職員数が低下し，その区間より大

きい規模になると，ほぼ横ばいとなる。この際，

「全体」と「年度別」では，効率性が低下し切った

区間（「1，200一一1，400m2」近辺）において最小値

（＝最適値）が導かれているが，「市」や「町村」

の場合，その後も規模が大きくなるにつれて漸進

的に平均職員数が低下し続けている。

　また，1m2当りの図書館費を最小化するよう
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な延床面積は，「全体」と「年度別」の五つのカテ

ゴリでは，「1，000－1，400m2」の区間で最小値を

とり，その後は緩やかに効率性が低下している。

　技術的効率性については，郡部レベルの場合と

同様に，「全体」と「年度別」では，グラフは上に

凸な匙型となっている。ここでは，「900－1，000

m2」から「2，000－2，500　m2」までの区間で平均

効率性が最大化されており，その区間内では高い

水準で安定している。また，「設置母体別」の各カ

テゴリについては，「特別行政区」と「政令指定都

市」では規模に拘わらず効率性が安定している

が，「市」では規模が大きくなるにしたがって効率

性は緩やかに減少し，反対に，「町村」では規模が

大きくなるにしたがって効率性は増加するという

結果が得られた。

2．最適な蔵書冊数

　最適な蔵書冊数の結果を第21表に示した。ま

ず，蔵書回転率については，全てのカテゴリで，

ほぼ最大の区間で最大化されており，規模の経済

の働くことが示されている。これは，方法論1の

結果を支持している。ここでは，規模が大きくな

るにしたがって効率性は高まっているが，

「180，000－200，000冊」を境に効率性の増加率は

緩やかになっている。

　次に，蔵書一冊当りの職員数については，延床

面積1m2当りの職員数による分析の場合と同様

に，「特別行政区」と「政令指定都市」を除く全て

のカテゴリにおいて，L字型のグラフとなってい

る。ここでは，12万冊から20万冊の間で平均職

員数が最小化され，その後は規模が大きくなるに

つれて再び効率性は逓減している。但し，「単数館

設置」の自治体においては，蔵書規模が20万冊

を超えても効率性は低下せず横ばいとなり，

「600，000－800，000冊」（区間平均：660，232冊）

の区間において最適値が導かれている。

　蔵書1冊当りの図書館費については，概ね，蔵

書規模の小さい区間において効率的であり，蔵書

規模の大きい区間では非効率になっていることが

示されているが，これも方法論1の結果と一致し

ている。

　また，技術的効率性については，「設置母体別」

を除く全てのカテゴリで，15万冊から20万冊あ

たりで効率性が最大化されており，グラフは上に

凸な二型となっている。二丁レベルでは，蔵書回

転率と技術的効率性によって導かれる結果が似

通っていることが示されたが，自治体レベルで

は，技術的効率性は，蔵書と職員数：と図書館費と

いう三つの変数：によって規定される貸出の効率性

によって測定されていることから，両者の間に一

致は見出されなかった。

第21表　自治体レベルにおける最適な蔵書面積II

貸出／蔵書 職員／蔵書 費用／蔵書 技術的効率性
効率性指標

データ区間　区間平均 データ区間　区間平均 データ区間　区間平均 データ区間　区間平均

全　体 200－4302，912，777冊 12－14　129，553冊 0－　1　　7，509冊 14－16　149，999冊

2000年度 200－4302，718，734冊 18－20　190，161冊 0－　1　　7，553冊 18－20　190，161冊
1999年度 200－4303，130，075冊 18－20　189，747冊 10－12　109，609冊 16－18　169，940冊
1998年度 200－4302，833，230冊 12－14　130，182冊 0－　1　　7，345冊 14－16　149，909冊
1997年度 200－4302，969，070冊 14－16　149，817冊 1－　2　15，578冊 14－16　149，817冊

単数館設置 100－1501，016，035冊 60－80　660，232冊 0－　1　　7，509冊 16－18　169，633冊
複数館設置 200－4302，912，777冊 18－20　189，234冊 6－　7　66，423冊 14－16　150，420冊

特別行政区 100－1501，314，736冊 40－60　535，725冊 150－2001，690，566冊 40－60　535，725冊
政令指定都市 200－4302，912，777冊 150－2001，674，101冊 150－2001，674，101冊 100－1501，327，566冊

市 80－100　895，859冊 12－14　129，359冊 5－　6　55，654冊 3－　4　35，514冊
町　村 20－25　216，700冊 18－20　188，511冊 18－20　188，511冊 16－18　169，984冊

※データ区間の単位は万冊．
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3．最適な職員数

　第22表は最適な職員数の結果である。単館レ

ベルの分析と同じく，職員一人当りの貸出冊数を

用いた場合と，技術的効率性を用いた場合の結果

は概ね似通っており，とくに，「設置別」と「設置

母体別」では，導き出される最適な規模のデータ

区間だけでなく，グラフの形状もほとんど同じで

あった。

　第5図には，「全体」における職員一人当りの

貸出冊数の推移をプロットしている。まず，「12一一

14人」の区間まで急速に効率性が上昇し，「14一一

16人」，「20－25人」，「60－80人」の三つの区間

で極大値をとっている。ここでは，他のカテゴリ

においても同様の結果が導かれており，多くの場

合，これらの三つの区間のいずれかにおいて最適

な職員数が定義されている。唯一の例外は「政令

指定都市」であるが，これは，データ区間が「60－

80人」を超えているためである。

　技術的効率性については，「全体」及び「年度

別」では，効率性の推移を示すグラフは匙型と

なっており，「12－14人」あるいは「14－16人」

の区間で最大値をとり，その後，逓減している。

第22表　自治体レベルにおける最適な職員数II

貸出／職員 技術的効率性
効率性指標

データ区間 区間平均 データ区間 区間平均

全体 60－80 69人 14－16 15人

2000年度 60－80 69人 12－14 13人
1999年度 60－80 68人 12－14 13人
1998年度 60－80 69人 14－16 15人
1997年度 14－16 15人 14－16 15人

単数館設置 60－80 68人 12－14 13人
複数館設置 60－80 69人 5－　　6 6人

特別行政区 40－60 52人 40－60 52人
政令指定都市 160－250 218人 160－250 218人
市 60－80 68人 1－　　2 2人

町村 14－16 15人 14－16 15人

※データ区間の単位は人．

30，000

25，　OOO

20，000

15，000

10，000

5，　OOO

　　o

第5図
　　50　100　150　200　250　300　350
自治体レベルにおける職員数と職員一人当たりの平均貸出冊数の関係
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第23表　自治体レベルにおける最適な図書館費II

貸出／費用 技術的効率性
効率性指標

データ区間 区間平均 データ区間 区間平均

全体 200－300 246，626 70一 80 74，362

2000年度 4－　　6 4，897 28一 32 30，159

1999年度 200－300 248，036 26一 28 27，098

1998年度 70－80 74，625 70一 80 74，625

1997年度 300－500 377，994 70一 80 74，714

単数館設置 4－　6 4，912 70一 80 74，182

複数館設置 26－28 27，242 12一 14 12，902

特別行政区 200－300 256，500 200一 300 256，500

政令指定都市 300－500 410，581 500－1，000 720，588

市 0－　　2 1，826 0一 2 1，826

町村 2－　　4 3，021 70一 80 74，645

※データ区間の単位は百万円．

※区間平均の単位は千円．

4．最適な図書館費

　自治体レベルにおける最適な図書館費の結果を

第23表に示す。図書館費については，他の変数

と較べて，データ区間をより細かく設定している

こともあり，その最適な規模はカテゴリによって

一定ではないが，全体的に見れば，2億円から3

億円の間で最も効率的になっている。その一方

で，比較的規模の小さい自治体で構成されている

「単数館設置」，「市」，「町村」の三つのカテゴリで

は，最適値はいずれも極めて予算規模の小さい

データ区間において導かれており，費用が増大す

るにしたがって，効率性が低下している。

　技術的効率性については，「全体」，「年度別」，

「設置別」の六つのカテゴリで，いずれもグラフが

上に凸な二型となっている。ここには二つの区間

で極大となっており，3，000万前後，あるいは，

7，000万～8，000万程度で効率性が最大化されて

いる。

5．図書館運営にとって最適な自治体規模

　前項までは，自治体レベルにおける最適な図書

館の規模を導き出したが，本項では，同様の方法

論を用いて，図書館運営にとって最も効率的な人

口規模が定義されるのか否か，さらに，それがど

のような値を示すのかについて明らかにすること

を試みている。

　但し，ここで，人ロー人当りの貸出冊数や人ロ

ー・l当りの蔵書冊数といった自治体レベル固有の

効率性指標を採用することには難がある。例え

ば，第II章で触れた吉村35）による自治体の最適

規模に関する分析では，「人二一・人当りの自治体

職員数を最小化するような人口規模」を導出する

といったアプローチが採られたが，この指標が妥

当であるのは，程度の差こそあれ，いずれの自治

体においても，自治体を運営していくたあに必要

なだけの人的資源が確保されているという，緩や

かな前提条件が存在するためである。

　ところが，公共図書館については，我が国にお

いて基本的な公共サービスの一つとして認識され

ているとはいうものの，必須のサービスとはなり

得ていない。自治体ごとの図書館サービスの供

給水準にはバラツキがあるし，市区町村全体に

おける図書館の設置率も50％を超えた程度
である（2000年度：町立43．2％，村立16．2％）54）
［p．　16，　p．　62］

　　　o
　すなわち，「人ロー人当りの図書館職員数を最

小化するような人口規模」といった指標を用いた

としても，単に人口に対するサービスの供給水準

の低い自治体，あるいは，人口が多いだけの自治

体が導かれ，図書館運営のたあに好適な自治体の
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規模が定義される訳ではないことが予想される。

したがって，ここでは，件の自治体レベルにおけ

る九つの効率性指標を用いて，人口規模との関係

を記述し，平均効率を最適化するような人口規模

を定義するというアプローチを採った。

　まず，全ての自治体を人口規模に応じて31の

データ区間に分割し，各々の区間における，九つ

の効率性指標の平均値を算出した。ここでは，確：

認のために，「人ロー人当りの貸出冊数」，「人ロー

人当りの延床面積」，「人ロー一人当りの蔵書冊数」，

「人ロー人当りの職員数」，「人ロー人当りの図書

館費」を用いた分析も行った。

　第24表に分析結果を示す。まず，人口当りの

コストを最小化するような人口規模は，やはり最

も大きいデータ区間（200万～350万人），あるい

は，二番目に大きいデータ区間（100万～200万

人）において定義されている。これは人口規模の

大きい自治体において図書館が効率的に運営され

ているというよりもむしろ，単に，一人当りの

サービスの供給量が少ないことを意味していると

言えるだろう。一丁目人ロー人当りの貸出冊数を

最大化するのは「10，000－12，000人」の区間で

あったが，これも31区間中6番目に小さいデー

タ区間であった。

　次に，九つの効率性指標と人口規模との関係に

第24表　図書館運営に最適な人口規模

ついて触れる。単位当りの平均貸出冊数を最大化

するような自治体は，「延床当りの平均貸出」と

「図書館費当りの平均貸出」では「40万一70万

人」の区間であり，「：蔵書当りの平均貸出」と「職

員当りの平均貸出」では「200万一350万人」の

区間であり，一定ではないが，いずれも40万人

以上の大都市である。また，これらのグラフは概

ね10万人を超えるまでは効率性は増加の一途を

たどり，その後，横ばいとなっている点で一致し

ている。

　単位当りの平均職員数を最小化する人口のデー

タ区間は，延床面積の場合（200万一300万人）

と蔵書冊数の場合（8万一9万人）とで大きく異

なっているが，グラフの形状は似通っており，10

万人程度までは平均職員数は低下し続け，その

後，ほぼ横ばいとなっている。

　また，平均図書館費を用いた場合は，いずれも，

最も小さいデータ区間において最適値が導かれて

おり，規模が大きくなるにしたがって効率性は低

下する。一方，技術的効率性と人口の関係を示し

たグラフは上に凸な二型となっており，「8万一一一9

万人」の区間で効率性が最大化されている。

　以上の結果から，効率性指標を最適化する人口

規模は一定ではないが，比較的大きな自治体であ

ると言える。また，平均図書館費による分析を除

けば，10万人程度で図書館運営の効率性が一定

以上の水準に達することが明らかになった。

効率性指標 データ区間 区間平均

貸出／延床　　　　400－700
貸出／蔵書　　　2，000－3，500

貸出／職員　　　2，000－3，500

貸出／費用　　　　400－700
職員／延床　　　2，000－3，500

職員／蔵書　　　　80－　90
費用／延床　　　　　0－　　2

費用／蔵書　　　　　0－　　2

技術的効率性　　　　80－　　90

497，968人

2，635，547人

2，635，547人

497，968人

2，635，547人

　84，191人

　　1，250人

　　1，250人

　84，191人

VI．考 察

　本稿では，図書館の効率性を最適化するような

規模を定義するたあに，複数の効率性指標を設定

し，二つの異なる方法論を用いて，単色レベルと

自治体レベルのそれぞれについて，様々なカテゴ

リのデータを対象とした分析を行った。具体的に

は以下に示す通りである。

貸出／人口

延床／人口

蔵書／人口

職員／人口

費用／人口

　10一　12
1，000－2，000

2，000－3，500

2，000－3，500

1，000－2，000

　10，982人
1，314，747人

2，635，547人

2，635，547人

1，314，747人

※データ区間の単位は千人．

①分析レベル：

・函館レベル

・自治体レベル

②方法論：

・方法論1（平均関数の推定）
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・方法論II（規模段階別の効率性指標の平均値）：

③分析カテゴリ：

・全体（4年間のパネル・データ）

・年度別（1997年度，1998年度，1999年度，

　2000年度）

・設置母体別（都道府県，特別行政区，政令指定都

　市，市，広域町村圏，町村）［都道府県広域町村圏は

　単館レベルのみ］

・館種別（中央館，分館）［単館レベルのみ］

・設置別（単数設置，複数設置）［自治体レベルのみ］

④最適規模を定義する効率性指標

・面積1m2当りの貸出冊数を最大化する延床面

　積

・蔵書一冊当りの貸出冊数を最大化する蔵書冊数

・職員一人当りの貸出冊数を最大化する職員数

・図書館費千円当たりの貸出冊数を最大化する図

　書面出［自治体レベルのみ］

・面積1m2当りの職員数を最小化する延床面積

・蔵書一冊当りの職員数を最小化する蔵書冊数

・面積1m2当りの図書館費を最小化する延床面
　積［自治体レベルのみ］

・蔵書一冊当りの図書館費を最小化する蔵書冊
　数［自治体レベルのみ］

・技術的効率性を最大化する延床面積［方法論IIのみ］

・技術的効率性を最大化する蔵書冊数［方法論IIのみ］

・技術的効率性を最大化する職員数［方法論IIのみ］

・技術的効率性を最大化する図書館費［方法論IIの自治

　体レベルのみ］

　その結果，単館レベルでは，161通りの結果が

得られ（方法論1：65，方法論II：96），自治体レ

ベルでは，220通りの結果が得られた（方法論1：

88，方法論II：132）。

　本稿の主たる目的は，これら多様なアプローチ

によって導かれる図書館の最適規模が，それぞ

れ，どのような値を示すのかを明らかにすること

であるが，以下では，カテゴリ別ではなく，全体

における分析結果についての総括を行う。

　まず，方法論1に関しては，単館レベルの分析

では，延床面積，蔵書冊数，職員数の三つの変数

を通じて，平均貸出冊数を最大化するのはより小

さい図書館であり，逆に，平均職員数を最小化す

るのはより大きい図書館であった。

　一・方，自治体レベルでは，延床面積と蔵書冊数

の場合，平均貸出冊数を最大化するのは規模の大

きい図書館（群）を持つ自治体であり，平均職員

数や平均費用を最小化するのは規模の小さい図書

館（群）を持つ自治体であった。但し，職員数に

ついては単二レベルと同様の結果が導かれてい

る。また，図書館費を用いた分析では，「年度別」

でも結果が異なる場合があるなど，必ずしも一貫

した結果が得られていない。

　次に，方法論IIの全体的な傾向についてまとめ

ると，単館レベルの分析では，1m2当りの貸出冊

数を最大化するのはより狭い図書館であり，平均

職員数を最小化するのはより広い図書館であっ

た。これは方法論1の結果と一致している。技術

的効率性による分析では，およそ1，200m2から

2，200m2が最適な延床面積であった。

　蔵書回転率と技術的効率性を最大化する蔵書規

模は，どちらも8万冊から16万冊の間であり，

同様の方法論を用いた，Detweilerl）とNaylor34）

による米国における調査結果と類似の結果が導か

れている。その一方で，平均職員数については，

方法論1と同様に，蔵書冊数が増えれば増えるほ

ど低下している。また，職員一人当りの貸出冊数

と技術的効率性は，8人から20人程度の職員数

の場合に最も高い水準を保っていることが示され

た。

　自治体レベルでは，平均貸出冊数を除けば，延

床面積は1，000m2前後で効率性が最適化されて

いる。また，蔵書冊数では，蔵書回転率について

は規模の経済が働き，平均費用については規模の

不経済が働いているが，平均職員数と技術的効率

性によれば12万冊から20万冊の間で最適な蔵

書規模が定義されている。

　さらに，職員数については，平均貸出冊数や技

術的効率性が効率的となる区間はほぼ同じであっ

たが，最適な職員数は異なっており，前者は60

人から80人の間であり，後者は15人程度で
あった。また，平均貸出冊数を最適化する図書館

費については，方法論1の場合と同様に明確な傾
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向が現れていないが，技術的効率性を用いた場合

は，7，000万から8，000万程度で最適化されると

いう結果が得られた。

　以上のように，それぞれの分析によって導かれ

る最適規模は必ずしも一様でなく，とくに，用い

られる指標が異なる場合には，その結果が大きく

異なることがあった。例えば，全く同じデータを

対象としても，一方の効率性指標に基づいた場合

は規模の経済の働くことが示され，他方の効率性

指標に基づいた場合は規模の不経済が示されると

いったことが，しばしば見受けられた。

　すなわち，単二レベルであれ自治体レベルであ

れ，図書館における効率性とは，極めて多面的な

概念であり，観点の相違によって異なる様相を呈

するものであることが明らかになった。既往研究

では，最適規模を単一の解として導いているが，

以上の結果から，単純に「最適な蔵書冊数は○○

冊である」といった画一的な結論を導くことは出

来ない。

　したがって，図書館の最適な規模に関して異な

る結果が導かれた際に，それをどのように解釈す

ることが妥当であるのかも一つの論点となること

だろう。例えば，実際の図書館設置計画において，

平均貸出冊数を最大化するのか，あるいは，平均

職員数を最小化するのか，どちらをより優先すべ

きかについての価値判断を行うといった状況も考

えられる。

　また，今回の分析では，フロンティア生産関数

分析を行い，技術的効率性を測定しているが，こ

の種の合成変数を用いることによって，変数間の

結果の齪齪を解消することも有効なアプローチと

なるだろう。付言すれば，図書館の規模の変数と

して図書館費を用いた場合，分析カテゴリ間で一

致した傾向が見られないことから，最適規模を定

義するための変数としての有効性には疑問が遺さ

れた。

　その一方で，上述の通り，分析結果間に多くの

一致点が見られたことも事実である。とくに，同

様の指標を用いた場合には，方法論1と方法論II

の間で，導かれる結果には一貫性が見られること

が多かった。また，既往研究との比較から，対象

地域は異なっていても，同様の方法論（分析レベ

ル，効率性指標を含む）を用いた場合は，類似の

結果が導かれている。

　いずれにせよ，図書館の最適規模を定義する際

には，それがどのような方法論によって導かれた

ものであるのかについて，より自覚的である必要

があり，ある方法によれば最も効率的であって

も，それ以外の方法では，異なる結論の導かれる

可能性があることを，本研究では明らかにしてい

る。

　また，ここでは二つの方法論を用いているが，

それぞれに利点と欠点が存在すると言えるよう，

以下では，それぞれの方法論の特徴について考察

を加える。

　まず，方法論1の場合，最適な規模は点で特定

されるが，方法論IIでは区間としてしか定義され

ない。また，方法論1はサンプル数が少なくとも

適用することができ，導かれた回帰式を予測のた

めのツールとして用いることもできるが，方法論

IIでは，バラツキのある一定以上のデータ数がな

けば効率性の傾向を掴むことは困難であるし，

データの範囲を超える領域については言及するこ

とができない。したがって，特定の自治体を対象

とした分析のように，データにバラツキがなく，

データ数自体も少ない場合には，方法論1を用い

ることが適切であると言えるだろう。

　その一方で，方法論1は規模の変数間に三次の

関係式を仮定して回帰推定を行っているため，モ

デルに適合しないデータ集合には当てはまること

ができない。ここでは，決定係数が40％である

ことをモデル採択の条件としたが，より精度を上

げるために，その条件を厳しくすることもできる

だろう。また，ほとんどの場合，ほぼ最大の規模

において平均効率が最大化あるいは最小化される

という画一的な結果が導かれている。それに対し

て，方法論IIでは，特定のモデルを仮定している

訳ではないので，どのようなデータ集合にも適用

することができるし，導かれた結果も異なってい

た。

　最後に，本研究では，生産者としての図書館

（群）の効率性という側面から図書館の最適規模

一　33　一



公共図書館の最適規模に関する実証的研究

を導き出すことを試みている。但し，これは最適

規模を定義するための一つのアプローチに過ぎな

い。図書館を含む公共サービスの場合，この種の

経営効率性を度外視して提供すべきサービスの存

在することは言うまでもなく，ある局面において

は，この種の観点が制限される場合もあることを

指摘しておく。

　また，第II章で触れた通り，図書館の規模を規

定するたあのアプローチには様々なものがある。

本研究のもたらす結果は，とくに，単一の施設と

しての図書館の規模について考慮する際には有益

な情報源となり得ることだろうが，その際であっ

ても，他の様々な方法論を併用することが推奨さ

れる。さらに，自治体における図書館政策に関す

る意志決定を行う際には，図書館側の論理だけで

はなく，自治体の住民の図書館サービスに対する

需要水準を把握することも必要となってくるであ

ろう。今後，そういったアプローチについて検討

を加えたい。
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